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平成30年６月20日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経

営に関する調査

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

・平成29年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

予算繰越計算書（別紙５）

・平成29年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

継続費繰越計算書（別紙６）

○その他報告事項

・県内の外事情勢について

・一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設

における指定管理者の第四期指定について

・宮崎県企業局電気事業８０周年記念コンペに

ついて

・企業局施設見学ツアーについて

・宮崎県立高等学校教育整備計画（後期実施計

画）について

・平成30年3月高等学校卒業予定者の就職内定状

況（学校別）について

出席委員（７人）

委 員 長 渡 辺 創

副 委 員 長 日 髙 陽 一

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 中 野 廣 明

委 員 横 田 照 夫

委 員 河 野 哲 也

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

警察本部

警 察 本 部 長 郷 治 知 道

警 務 部 長 大 塚 祥 央

警務部参事官兼
中 川 正 純

首 席 監 察 官

生 活 安 全 部 長 河 野 重 定

刑 事 部 長 鬼 塚 博 美

交 通 部 長 廣 澤 康 介

警 備 部 長 谷 口 浩

警務部参事官兼
福 栄 芳 政

会 計 課 長

警務部参事官兼
藤 川 寿 治

警 務 課 長

生活安全部参事官兼
児 島 孝 思

生活安全企画課長

総 務 課 長 三 原 健

少 年 課 長 今 村 洋 一

生 活 環 境 課 長 上 平 賢 一

交 通 規 制 課 長 日 髙 靖 和

運 転 免 許 課 長 日 高 好 章

企業局

企 業 局 長 図 師 雄 一

副 局 長
佐 野 詔 藏

（ 総 括 ）

副 局 長
土 屋 喜 弘

（ 技 術 ）

技 監 喜 田 勝 彦

総 務 課 長 奥 浩 一

経 営 企 画 監 新 穂 浩 一

工 務 課 長 平 松 信 一

電 気 課 長 森 本 誠 二

施 設 管 理 課 長 山 下 正 次

総 合 制 御 課 長 上 石 浩

平成30年６月20日(水)
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教育委員会

教 育 長 四 本 孝

副 教 育 長 武 田 宗 仁

教 育 次 長
吉 田 郷 志

（教育政策担当）

教 育 次 長
金 子 文 雄

（教育振興担当）

教 育 政 策 課 長 中 嶋 亮

財 務 福 利 課 長 柚木崎 誠一朗

育 英 資 金 室 長 重 盛 俊 郎

高 校 教 育 課 長 川 越 淳 一

義 務 教 育 課 長 黒 木 貴

特別支援教育課長 酒 井 裕 市

教 職 員 課 長 黒 木 健 一

生 涯 学 習 課 長 後 藤 克 文

スポーツ振興課長 萩 尾 英 司

高校総体推進課長 米 丸 麻貴生

文 化 財 課 長 谷 口 武 範

人権同和教育課長 鎌 田 剛 史

図 書 館 長 金 子 洋 士

美 術 副 館 長 加 塩 美 昭

総 合 博 物 館 長 黒 木 義 博

事務局職員出席者

政策調査課主査 甲 斐 健 一

議事課主任主事 石 山 敬 祐

○渡辺委員長 ただいまから文教警察企業常任

委員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付をいたしました日程案のとおりとい

うことでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○渡辺委員長 委員会を再開いたします。

おはようございます。今回の委員会では議案

の付託がありませんので、まず冒頭から報告事

項等について、本部長の概要説明を求めます。

○郷治警察本部長 おはようございます。警察

本部長の郷治でございます。本日の常任委員会、

よろしくお願いいたします。

渡辺委員長を初め委員の皆様方には、日ごろ

から本県警察の運営に関しましては、御理解と

御協力を賜りまして厚く御礼申し上げます。

本日、御審議いただきます報告につきまして

は、損害賠償額を定めたことについての報告事

項と、その他報告事項として、県内の外事情勢

についてであります。

それぞれ担当部長から説明させますので、よ

ろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○渡辺委員長 本部長の概要説明が終了いたし

ました。

初めに、報告事項に関する説明を求めます。

○大塚警務部長 それでは、平成30年６月定例

県議会提出報告書の損害賠償額を定めたことに

ついて御報告いたします。

今回、御報告させていただく損害賠償事案は、

警察職員の公務中の交通事故が２件です。

それでは、お手元の平成30年６月定例県議会

提出報告書に基づいて御説明いたします。

警察職員の損害賠償事案については、報告書

３ページの４番目と５番目、７番目の事案にな

ります。

まず、４番目と５番目の事案については、平

平成30年６月20日(水)
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成29年９月２日に発生した同一の交通事故とな

りますが、この事故で相手方の運転者は頸椎捻

挫のけがを負っており、また、相手方の車両の

所有者が運転者とは別人であることが判明した

ことから、人身損害と物件損害に分けて記載し

ています。

事故概要につきましては、宮崎北警察署の地

域警察官が現場活動を終えて、小型警ら車（ミ

ニパト）に乗車し、施設駐車場から同駐車場前

を東西に走る市道を右折東進中に、市道の右折

車線を西進してきた相手方車両の発見がおくれ、

同車両の左側面に衝突したものです。

その過失割合については、警察側の過失が80

％、相手方の過失が20％となっています。

相手方の運転者に対しては、人身損害として、

治療費と慰謝料の合計金額14万962円を警察側の

自賠責保険から支出しています。

また、相手方の車両の所有者に対し、過失割

合に応じた修理費用の賠償額として、12万5,798

円を警察の任意保険から支出しています。

警察官のけがはありませんでしたが、小型警

ら車の修理費用として７万3,386円の支払いが生

じたため、相手方の過失割合により相手方の保

険会社から支払いを受けた１万4,677円と県警の

予算（車両整備費）から５万8,709円を補塡し、

修理を実施しております。

次に、３ページの７番目の事案について御説

明します。

この事故は、宮崎北警察署の警察官が平成29

年10月25日に宮崎市内の事件現場に臨場した際、

捜査車両を後退させたところ、相手方が管理す

るブロック塀の角に右後輪付近が接触してしま

い、塀の一部を損壊したものです。

相手方が工作物でしたので、警察側の過失

が100％となっています。また、相手方に対する

損害賠償額として、３万5,316円を警察側の任意

保険から支出しています。

車両の損傷状況につきましては、右後輪付近

に接触痕があるのですが、事故直後に新規の配

備車両と入れかえとなり、修理の必要はありま

せんでした。

県有車両による交通事故につきましては、以

上の２件でありましたが、交通の指導取り締ま

りを責務とし、交通法令を遵守すべき警察職員

による交通事故は、県民の信頼を損なうことに

つながりかねないものでありますので、今後も

引き続き防止対策を強力に推進し、職員による

交通事故の絶無に努めてまいります。

以上で損害賠償額を定めたことについての御

報告を終了いたします。

○渡辺委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項についての質疑はございませんで

しょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは次に、その他報告事項

に関する説明を求めます。

○谷口警備部長 説明に入ります前に資料の差

しかえをお願いいたします。机上に配付してお

ります別添資料１の資料の差しかえでございま

す。

内容は、県内の居住外国人数を最新のものと

入れかえております。居住外国人数につきまし

ては、全国で約256万人いるんですが、県内

の5,783人につきましては、全国の居住外国人の

構成比約0.2％となっており、全国では41番目ぐ

らいの位置におります。

ところが、昨年比での増加率では13.4％増と

いうことで、これは全国第３位の増加率でござ

います。実を申しますと、第１位は熊本県、第

２位が鹿児島県と、南九州３県が外国人増加率
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のトップ３を占めているということになります

ので、参考までにお伝えしておきます。

それでは、県内の外事情勢について報告申し

上げます。

資料に入ります前に、外事課の業務について

説明申し上げます。

外事課のカウンターパートとなるところは、

警察庁警備局外事情報部というところになりま

す。警察法第24条第２項に「警備警察に関する

所掌事務のうち、外国人又はその活動の本拠が

外国にある日本人に係るものをつかさどる」と

書かれております。県警外事課も、基本的には

これと同じ業務を扱います。

具体的には、日本の国益に害を与える活動の

取り締まり、対テロに関する事件の取り締まり

と情報収集及び各種対策、大量破壊兵器関連物

資等の不正輸出等の取り締まりの３つを所掌し

ております。

まず、日本の国益に害を与える活動の例とし

ましては、昭和55年６月に発生しました辛光洙

事件がございます。この事件は、本県の青島海

岸から、当時大阪在住の原敕晁さんが北朝鮮工

作員に拉致されたという事件で、平成18年４月

には主犯格の辛光洙を警視庁が国際手配してお

ります。

主犯の辛光洙は、出入国管理の関門を通過す

ることなく、自由に日本へ出入りし、さらには

原敕晁さんの身分に背乗りするため彼を拉致し、

国外へ連れ出したという、領土、国民、主権を

侵害した重大な事件です。これらの出入国管理

に係る犯罪は、外事課が伝統的に扱ってきた業

務でございます。

次の対テロに関する取り締まりと情報収集及

び各種対策は、現在、外事課の主たる業務となっ

ております。特に、2020年のオリンピック・パ

ラリンピック東京大会、2019年のラグビーワー

ルドカップ日本大会、同じく日本初の開催とな

りますＧ20大阪サミットと、世界が注目する大

規模行事が間近に迫りました。

日本や日本人はテロの標的だと繰り返し名指

ししておりますＩＳＩＬ、いわゆるＩＳ等のテ

ロ組織からすれば、国際的イベントは格好の標

的でございます。2005年のイギリスのスコット

ランドで開催されましたグレンイーグルズサ

ミットでは、開催地と約600キロメートル離れた

ロンドン市内の公共交通機関を標的とした同時

爆破テロが発生しました。イベント開催地から

離れた場所でのテロの発生を踏まえますと、宮

崎もテロと無縁ではないと考えるところでござ

います。

また、最近注目されておりますサイバーテロ、

サイバーインテリジェンスも外事課が所掌して

おります。

大量破壊兵器関連物資等の不正輸出等の取り

締まりにつきましては、安全保障上、懸念され

る貨物・技術の海外移転が行われないよう取り

締まるものでございます。

先進国が保有する高度な技術や貨物が、大量

破壊兵器、通常兵器の開発を行うような国に渡

れば国際的な脅威となり、このような高度先端

技術、貨物が懸念国に渡らないよう、外国為替

及び外国貿易法に基づく取り締まりを行ってお

ります。

それでは、資料の説明に入ります。

項目１の現状で、外事課に影響する要因を２

つ上げております。一つが、国際化の進展で、

もう一つが、県内の国際海空港の状況でござい

ます。

（１）の国際化の進展につきましては、別添

の資料１と２と３をごらんください。
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県内で外国人の存在がどれだけ顕著になった

かを示す指標となります、資料１、居住外国人、

資料２、外国人観光客、資料３、不法残留外国

人の推移について、それぞれを視覚化しており

ます。いずれも右肩上がりでございます。

居住外国人数では、県内でも技能実習生、留

学生の受け入れが進み、着実に増加しておりま

す。問題は、近年、技能実習生の失踪が増加し

ていることであります。

外国人観光客数は、大型クルーズ船の寄港増

もあり、飛躍的に増加しています。課題は、違

法行為を行おうとする者をいかに上陸させない

かにあります。

また、外国人観光客が多く利用する民泊は、

６月15日に施行されました住宅宿泊事業法に基

づき、無届け違法民泊に着目しているところで

ございます。その理由は、テロ等、違法行為を

行おうとする者は、匿名性の高い民泊を活動の

拠点として利用する可能性があるからです。2015

年のフランス同時多発テロでは、民泊がテロの

拠点となりました。民泊が犯罪の温床とならな

いよう、管理者及び関係行政機関等との連携を

強化してまいります。

不法残留外国人数の推移をごらんください。

平成５年には約30万人いた不法残留外国人は、

平成26年に約５万9,000人まで大幅に減少しまし

た。ところが、その後４年連続して上昇し、本

年の１月１日現在は６万6,498人となっておりま

す。その要因の一つに、偽造在留カードの流通

があるものと思われます。

本年２月、外事課が中心となって検挙したベ

トナム人女性は、２カ所のアルバイトをかけ持

ちし、勤務態度も大変真面目でした。真面目で

一生懸命な外国人であっても、偽造在留カード

を使えば、我が国の出入国管理制度をないがし

ろにする重大な犯罪者となるのです。我々は引

き続き厳正な取り締まりを行ってまいります。

次に、（２）の県内の国際海空港の状況を説明

します。

宮崎空港はソウル線、台北線、香港線の国際

定期便が就航しており、油津港、細島港では外

国クルーズ船の寄港回数が増加していることか

ら、上陸しようとする不審外国人を水際で発見

・阻止することが大変重要な課題となっており

ます。

以上、外事課を取り巻く環境は、国際化の進

展、国際的イベントの開催を背景としたテロ対

策の推進、サイバーテロ対策、輸出入管理に係

る取り締まり等、その所掌事務量は年々肥大化

しております。

県内の情勢を見ましても、技能実習生、留学

生の増加、将来的な外国人労働者の受け入れ拡

大に伴い、農業国宮崎でも外国人との共生社会

を検討しなければならない時期が来るでしょう。

このような新たな外的環境の変化に対応してい

くためにも、外事課こそ、体制整備を含めた進

化の必要な所属ではないかと考えております。

国際感覚にすぐれた後継者の育成を図りつつ、

皆様方の御協力を仰ぎながら、外事環境の変化

にしなやかに対応・拡充していくことは、県民

の安全・安心を先取りする上で必要な措置だと

考えているところです。

それでは、項目２の外事課の抱える課題を説

明いたします。一つが、不法外国人対策で、も

う一つが、東京オリンピック・パラリンピック

に向けた国際テロの未然防止でございます。

別添資料５の技能実習生推移と、別添資料６

の全国の技能実習生の失踪状況をごらんくださ

い。技能実習生の増加に伴い、失踪者数も増加

しています。
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県内の技能実習生失踪者につきましては、警

察署へ届けられたものを読み上げます。平成26

年、20人、平成27年、34人、平成28年、31人、

平成29年、55人と増加しております。本年は５

月31日現在ですが、もう既に35人が失踪してお

ります。

これら失踪した技能実習生は、失踪後、偽造

在留カードを手に入れ、留学生等に偽装して働

くことになります。そもそも数万円を払えば、

簡単に偽造在留カードが手に入る仕組みの存在

自体が深刻な問題だと捉えております。

外国クルーズ船対策では、テロリストの上陸

阻止、違法行為をもくろむ不審外国人の上陸阻

止など、水際対策のため関係機関と現場で協働

しているところでございます。大型クルーズ船

は、寄港先で大量の外国人観光客が一気に乗下

船することから、出入国管理体制の脆弱さが課

題となっております。

２つ目の課題でございます、オリンピック・

パラリンピック東京大会に向けた国際テロの未

然防止につきましては、端的に申し上げますと、

テロにかかわる情報の収集分析と違法行為の取

り締まり、水際対策の徹底、官民の連携強化の

３つに集約されます。

テロにかかわる情報の収集分析と違法行為の

取り締まりでは、例えばネット上にあふれる危

険な情報について、テロへの可能性を分析し、

違法行為を察知したら、法と証拠に基づき早い

段階でテロの芽を摘み取るという、テロの未然

防止を目的とした捜査を行っております。

水際対策では、入国管理局、税関、海上保安

庁との関係機関と不審情報を共有し、現場で迅

速な初動体制がとれるよう合同訓練を重ねてい

るところです。

官民連携では、テロ対策パートナーシップ、

サイバーテロ対策協議会、沿岸協力会等での既

存組織を活用した研修会と合同対処訓練、警察

署ごとの爆発物原材料取扱事業者を対象としま

した不審者対応ロールプレイング研修会等での

連携を図っているところです。

それでは、最後の項目３に移ります。（１）で、

この１年の外事課の成果を説明し、（２）で、現

在力を入れている活動について説明申し上げま

す。

昨年度、外事課は２件の出入国管理及び難民

認定法違反事件を取り扱いました。１件目は、

大型クルーズ船で上陸したエジプト人５人の失

踪事件です。発生は本県ですが、最終的検挙は

兵庫県警でございます。

捜査の端緒は、昨年の４月16日、油津港に入

港したクルーズ船の乗客のエジプト人５人が、

宮崎市内観光ツアーに参加後、午後４時ごろに、

集合時間になっても戻らないとの110番通報がご

ざいました。事案の詳細が判明する前の午後６

時にはクルーズ船が出港するという、時間的制

約のある事件でございました。

エジプト人５人は、某国の者が引率し、ツア

ーバスで宮崎市内到着後、そのままＪＲ宮崎駅

に向かい、神戸行き乗車券を購入しました。切

符の購入事実が判明するや、即刻兵庫県警にエ

ジプト人５人の失踪手配を行い、乗りかえ駅の

姫路駅で午後９時ごろに捕捉されています。兵

庫県警は翌日、出入国管理及び難民認定法違反

の船舶観光上陸許可中の逃亡により通常逮捕し

ております。

エジプト人の来日目的は、日本で働き、お金

を稼ぐことでした。全国的には、出稼ぎを目的

とした偽装難民が急増しております。これは、

不法滞在者が難民申請を行えば、難民か否かの

認定を当局が下すまでの必要な期間、就労可能
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な査証が発行されるという制度です。政府は、

申請から６カ月後に一律に就労を認めてきたこ

の制度を改め、予備的審査の段階で難民性を判

断するなど、審査を厳格化しております。

手引き役の某国の者は、神戸行きの乗車券を

購入する際、エジプト人にかわり購入交渉を行

う姿が目撃されております。しかし、同人への

事情聴取では「５人のエジプト人とは山形屋で

別れた。その後のことは知らん」と虚偽の申し

立てを行っております。

さらに、この某国の者は、犯行の数カ月前に

同型の同じクルーズ船に乗船した記録があり、

日本国内の寄港地情報、特に出入国管理体制を

下見していたものと思われ、その際、国内最終

港で失踪させれば、船は時間どおりに出航する

ので、失踪事実が判明しても、自身は船上なの

で安全に逃走できると確信したのではないで

しょうか。ラストポートである油津港を失踪地

に選んだのは、そういう背景があってのことと

思われます。

事件としては、クルーズ船からの単純な失踪

事件ですが、仲介役の下見行動、ラストポート

の抽出を考えると、綿密に計画された失踪事案

だと思われます。

効果としましては、クルーズ船からの失踪事

案の拡大防止に寄与できたこと、失踪者を犯罪

インフラに利用させなかったこと、不法残留外

国人への警鐘となったことが上げられます。ま

た、仲介役の某国の者については、拘束できる

材料が乏しく身柄措置はできませんでしたが、

入国管理局との連携により、適切な入国管理措

置が講じられております。

次に、ベトナム人技能実習生の失踪事件につ

いて説明します。

捜査の端緒は、福岡入国管理局から、不法残

留のベトナム人女性が宮崎市内の飲食店で働い

ているようだとの容疑情報を受けたことにより

ます。捜査の結果、ベトナム人女性の不法残留

事実が明らかとなり、ことしの１月22日に現行

犯逮捕しました。

稼働事実の捜査を進める中、彼女が飲食店の

採用面接時に偽造在留カードを提示したことか

ら、偽造在留カード行使により再逮捕。２月８

日には不法残留の事実とともに起訴されました

が、４月17日に母国への退去強制となりました。

彼女の不法残留に至る経緯につきましては、

もともと技能実習生として来日していたもので、

実習終了後は一旦帰国しております。しかし、

日本での生活に未練があり、在留期限が有効で

あったことから、日本へ再入国し、そのまま在

留期限が切れ、昨年の８月から不法残留となり

ました。

不法残留後は、知人のアパートを生活拠点に、

手に入れた偽造在留カードを使い、市内飲食店

で稼働する生活となりました。なお、使用され

た偽造在留カードは、真正な在留カードと同じ

サイズで、被疑者の写真、氏名、生年月日等、

真正なものと同様の記載事項があり、非常に精

巧なものでした。

この事件は、いとも簡単に偽造在留カードが

手に入る実態を明らかにしました。警察としま

しては、社会に違法な状態・環境をつくらせな

いよう、偽造在留カードの需要を遮断し、偽造

在留カードの供給・流通インフラを潰すことを

目的に、徹底した取り締まりを行ってまいりま

す。

効果としましては、宮崎で偽造在留カードが

行使された初の事件として広報したことで、外

国人を雇用する事業者の確認義務などの面で大

きな警鐘となりました。
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最後に、現在、我々が最も力を入れている活

動について説明申し上げます。

一言で言えば、官民一体となった管理者等と

の連携によるテロの未然防止対策の推進でござ

います。テロを未然に防止するための要諦は、

県民の皆様それぞれの職場、生活環境等に応じ

て、それぞれの立場でテロ防止のための自発的

協力をしていただくということにあります。

資料のアは、そもそも爆発物を国内でつくら

せないという視点からの対策です。県内で、爆

発物の原材料となる薬品、化学物質を販売、管

理されておられる事業者様に対し、不審購入者

の見分け方、通報要領、保管管理の徹底などを

お願いして回っております。

資料のイ、ウの宿泊施設、ネットカフェにつ

きましては、ここには民泊も含むのですが、テ

ロ等の違法行為をする者に拠点として利用させ

ないという視点からの対策です。各施設の窓口

・管理者等を訪問し、本人確認の徹底をお願い

しているところでございます。

資料エのレンタカーにつきましては、不審者

が移動手段や自動車使用テロに使用する可能性

があることから、窓口・事業者に対し、本人確

認の徹底をお願いしているところでございます。

いずれにしましても、警察だけでテロの未然

防止は図れません。県民の皆様、各事業者様、

各機関等との連携がなければ穴だらけのテロ対

策となり、水際で阻止することもできず、国内

でのテロを許してしまうかもしれません。

テロ対策を進める外事課としましては、官民

が一体となったテロの未然防止対策を着実に進

め、国益を侵害する違法事案を徹底して取り締

まることとあわせて、外事課を時代に即した体

制に発展させることで、安全安心な郷土宮崎づ

くりに貢献してまいりたいと思いますので、皆

様の協力をどうかよろしくお願い申し上げます。

以上です。

○渡辺委員長 説明が終了いたしました。

その他報告事項についての質疑はございませ

んでしょうか。

○中野委員 ちょっといろいろ勉強。この資料

の一番下にネットカフェとありますよね。これ

は、普通の喫茶店と同じような許可でいいんで

すかね。何か別にあるんですかね。

○谷口警備部長 一般的に、ネットカフェとい

うところは、店の中で滞在して、インターネッ

ト等ができる個室の部屋があるところで、通常

はそこの店の会員になって利用するわけですが、

チェーン店等たくさんありますので、会員証が

あれば、すぐ中に入れるというものでございま

す。

○中野委員 それはわかっている。だから、そ

の開業する際の許可とか、普通の喫茶店と同じ

方法でいいのかと聞いてる。

○上平生活環境課長 ネットカフェにつきまし

ては、特別な許可は必要ないということであり

ます。

○中野委員 はい、わかりました。

次のページ、県内居住外国人の推移、これ法

務省統計ですけれど、これは実際に数字は出て

るけれど、この把握の仕方というのはどこでと

るんですかね。国富辺も結構農業で来とるんで

すけれど、まだ県も窓口がないから、どこであ

の数を把握するのかなと思っているんですけれ

ど。警察で大体どこに外国人労働者が来ている

とか、そこまで把握できんですよね。

○谷口警備部長 基本的には入国管理局に在留

外国人は届け出をすることになっております。

その数がここに出てきた数字でございます。

○中野委員 ということは、全く数だけで、ど
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こに何人というのはわからんということですね。

○谷口警備部長 警察では正確な数字等は把握

はできないです。

○中野委員 その下の外国人宿泊客数の推移、

これも出どころは法務省統計でしたが、この出

典はどこですか。

○谷口警備部長 これは県の統計だと伺ってお

ります。

○中野委員 県の数字は入り込み客とか。それ

より、外国人については観光庁の数字のほうが

正確ですよ。

それともう一つ、不法残留外国人の推移とあ

るじゃないですか。これは、あくまでも書類上

で不法残留ということですわね。６万6,000人、

確認できていたら逮捕せんといかんから。簡単

に出とるけれど、この根拠ですよ。

○谷口警備部長 これも入国管理局のほうで、

入国者に対しては全てチェックされております

ので、入国者とその期限とを差し引いた数で、

大体の推計として６万6,000という数になってお

ります。

○横田委員 資料１の県内居住外国人推移、13.4

％増ということで、全国第３位という説明でし

たけれど、１位が熊本、２位が鹿児島、３位が

宮崎ということで、南九州がこんなに多い理由

とか何かあるんでしょうか。

○谷口警備部長 理由は定かではございません

けれど、都市部のほうは大体平均して約10％程

度で推移しておりまして、居住環境のいいとこ

ろを求めてか、南九州がなぜか知りませんけれ

ど10％以上を記録しております。

○横田委員 民泊の話がありましたけれど、民

泊は当然届け出しなくちゃいけないんでしょう

けれど、未届けの民泊って違法ですよね。それ

はすぐにでも取り締まりができるんじゃないか

と思うんですけれど。

○谷口警備部長 違法は違法なんですけれど、

即取り締まりというわけではありません。まず

行政官庁が指導をしまして、届け出るように行

政アドバイスから始まるかと思います。警備部

としては、あくまでもその管理者が宿泊する者

をちゃんと把握していますかという観点でしか

見ておりませんので。

○河野生活安全部長 民泊の関係になりますが、

行政指導という考えではおります。まず、届け

出をしてないところがあれば行政指導が入る。

それでも直らない悪質なものに関しては、事件

として着手するという方向で検討しております。

○横田委員 不法で残留していた人を退去強制

させたと、さっきありましたけれど、例えば強

制的に母国に帰した場合、母国で何か罰せられ

るとか、そういうこともあるんですか。

○谷口警備部長 基本的にはその国の法律によ

りますけれど、罰せられるということはまずな

いです。

○横田委員 例えば日本のお金で母国に帰して、

もうそこで無罪放免になるということなんです

ね。

○谷口警備部長 基本的には、自分のお金があ

る人は自分のお金で帰ってもらうんですが、な

い場合には、日本の政府のお金で退去強制させ

る場合もあります。

○徳重委員 今、クルーズ船がかなり入ってい

るわけでありますが、先ほどいろいろ説明があっ

たんですけれど、出港前に失踪する人がいらっ

しゃるんじゃないかなと思うんですよね。何回

かそういう事例もあったような気がしますが、

今までの事例として、失踪した人は100％逮捕と

いうんかな、そういう規制の中で処理されてい

るものでしょうか、それとも、わからないまま
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にほっとかれている事例があるものかどうか。

宮崎県内でのクルーズ船の失踪者についてです

ね。

○谷口警備部長 クルーズ船の失踪者について

は、本県での発生はこのエジプト人５人のみで

す。ただ、他県では何件も発生していると伺っ

ております。

○徳重委員 そのエジプト人は今逮捕されたと

いうことですから、その後はそういう事件は起

こってないと理解していいんですかね。

○谷口警備部長 本県では発生しておりません

が、他県では多数発生しております。稼働吸引

力のある、いわゆる大都市部、現在、法務省の

統計によりますと、関東エリア、もしくは中部

エリアでほとんどの者が失踪して働いていると

いうふうな情報を得ております。

○徳重委員 もう一つ、これだけ国際化が進ん

でまいりますと、県内に入って来る外国人の犯

罪というのがいろいろあると思うんですが、ま

ずは言葉の問題というか、県警としては事例が

あっても、なかなか言葉がうまく通じないとい

うようなことになるのかなと心配しているんで

す。県警としては、そういう語学関係の専門家

を事件が起きたたびに来ていただいてされるの

か、あるいは県警内でそういう人脈というか、

職員にそういう人を採用されているものか。ど

ういう形でされているのか。

○谷口警備部長 国際化推進プランというのを

県でつくっておられますけれど、それに基づい

て、本県の警察官も語学を勉強させております。

部内通訳人という制度がございまして、各種言

語に対応させております。研修制度も全国でやっ

ておりますので、卒業生を中心に部内通訳人が

通訳に当たることになります。

ただし、言語によってはいない言語もありま

すので、その際は民間通訳人という形で協力を

仰いでおります。それでもいないということに

なれば、九州内でまず探して、それでもいない

となれば、全国の警察に応援を依頼すると、そ

ういうような段階になっております。

○徳重委員 そしたら、今の段階においては、

語学について全く対応できないということでは

ないと、必ずちゃんとした対応ができると、そ

う理解していいんでしょうかね。

○谷口警備部長 100％御期待にお応えしたいと

は思っておりますが、ただ、言語によっては、

例えばアラビア語とか、少数言語、ちょっと今

は想像できませんけれど、少数国の言葉になる

と対応できない可能性はありますが、そこはネッ

トワークを通じて何とか通訳人を確保したいと

思っております。

○図師委員 資料５なんですが、県内の技能実

習生の失踪数が出ておるんですけれども、業種

はわかっていますか。

○谷口警備部長 技能実習生は、農業、漁業、

建築、繊維、金属加工等いろいろあるんですが、

県内の技能実習生の失踪の内訳につきましては、

昨年度ですが、繊維・衣服関係が26人、建設関

係が12人、食品製造関係が４人、農業関係が７

人、その他溶接等が６人の計55人になっており

ます。

○図師委員 そこを捉えられていればいいんで

すが、繊維が突出して多い原因というのは、も

ともと逃走目的で来ているのか、それとも職場

環境に耐えきれずやむなく逃走しているのか、

そのあたりの理由は。

○谷口警備部長 我々もそこについてはいろい

ろ苦慮しているところなんですが、まず１つが、

法務省が公表しております内容によりますと、

技能実習生というのは失踪後に大体難民申請を
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やるんですね。その99％以上の者が、国または

地方公共団体に準ずる機関から推薦を受けて日

本に来たという人なんですね。

例えば、今回のベトナム人女性の事例で言い

ますと、月収が約８万ぐらい手取りであったん

ですが、それでも本国の一般的給与の２倍だそ

うです。ということから考えますと、吸引力と

しては仕事の面だと、給与の面だというふうに

考えております。

○図師委員 つまり、技能実習生で入ったとこ

ろでは思うほどの収入が得られないがゆえに、

逃走後のアルバイトのほうが稼げると。また、

そういう情報が多分携帯を初めネットで技能実

習生の中でも回ってくるんでしょうけれども、

それは、劣悪な技能実習生の労働環境がそうい

う逃走失踪を招いているというのが、一義的な

理由、原因として考えていいんでしょうか。

○谷口警備部長 これは私がお答えするような

話ではないと思うんですけれど、政府のほうで

はそのような解釈に至っている模様です。

○図師委員 わかりました。これも、今おっしゃ

るように県レベルの問題ではないということで。

単なる労働力として技能実習生を受け入れてい

るというような慣習をどこかで見直していかな

いかんと思いますし、私も、繊維関係ではない

んですが、漁港で働く技能実習生の方々と触れ

合う機会があったんです。どう見ても日本人と

対等な関係で労働させてない、非常に劣悪な環

境があるなというのがあったので、せっかく技

能実習生で来てる方々が、やむなく逃走する環

境を改善していく取り組みも必要だろうなと

思ったところでした。

もう一つ、県内で初めてと言われました偽造

在留カードの事例がありましたけれども、これ

は、県内にそういう組織があるというわけでは

なくて、どこから偽造カードが発行されたか、

そこまでは追及されているんでしょうか。

○谷口警備部長 捜査の経緯では、本人たちは

インターネット上で偽造在留カードをつくって

くれるところを探しておりまして、具体的に申

しますと、フェイスブックにメッセンジャーと

いう機能があるらしいですけれど、そこを使っ

て申請したというような供述となっております。

本県でどうのこうのというのではなくて、我

々もそこがどこなのかということで、宅配業者

とか、その偽造在留カードを配付した会社で、

そういうところの捜査を鋭意やっているんです

が、出もとはつかめておりません。

○図師委員 もう一つ、先ほど仲介役がいたと

いう話なんですが、その仲介の某国の者は拘束

できなかったということなんですけれど、その

仲介役と今言った残留の偽装カードをつくるよ

うなのは、明らかに組織だっての動きと映るん

です。そういうのは芋づる式というか、根こそ

ぎ組織ごと押さえることはできてないんですか。

○谷口警備部長 それはちょっと違うのかなと

いう感じはしております。というのが、今回の

エジプト人の失踪に関しましては、その手引き

役というのは、あくまでも本国、エジプトで募

集活動を行っておりまして、そこで、日本とい

うところはこういうことでお金が稼げるよとい

うことの案内と、あわせて、失踪すれば難民申

請で就労許可も出るよみたいな情報を得ている

わけですね。それが恐らく吸引力になっている

ということで、今政府ではそれを厳しく、制度

を変えようということになっておるみたいです。

それと、先ほど申されましたベトナム人の偽

造在留カードの流通に関しましては、これはま

た別の要因ではないかなと思っております。、

ベトナム人が同じ情報を持って、難民申請すれ
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ば働けるんだという情報を持っていれば、それ

が需要となって在留カード何とかならないか。

そこにまた犯罪、裏組織が偽造在留カードをつ

くるという、そういうような流れではないのか

なというふうに思います。

○図師委員 奥深い捜査になろうかと思います

が、ぜひぜひ頑張っていただきたいと思います。

○中野委員 本部長に。私、これから日本の経

済も今の水準を持続、継続するならば、絶対外

国人の労働者に頼らざるを得んと思うんですね。

国もどんどん緩和してきているし。そうすると、

今の段階では、本当に外国人技能実習生とかい

るけれど、窓口がないんですよね。

将来的には、警察に、どこの企業には何人来

ているとか、そういうのは必要ないですかね。

そこら辺が今はようわからんで、これからの話

かもわからんけれどですね。ただ、統計だけは

これぐらいおる、県内居住外国人が5,000人おり

ますよというけれど、技能実習とかで来ている

ところは、企業の届け出義務とか、今の段階で

は全くわからんわけでしょう。

○郷治警察本部長 たしか技能実習生も、東京

のほうには呼び寄せの元締めみたいな団体が

あったと思います。それが県ごとに多分あると

思いますので、そこで受け入れ企業ぐらいは大

体一旦把握されているものと思われます。

役所も、法務省ないし実習の受け入れの元締

めの国の役所はあったと思いますので、基本的

にはそことその団体で把握しているという建前

だろうと思いますが、どこの役所だったか失念

しましたので、県の担当がどこだかわからない

ところでございますが、数字上は全く把握され

ないことはないだろうと思われます。法務大臣

と厚生労働大臣ですので、真っすぐにカウンタ

ーパートがおりていれば保健福祉の関係かなん

かだと思います。

○中野委員 実際数字上わかるんですよ。例え

ば農業研修生とか来るでしょう。みんな仲介業

者を通して来とるもんだから、県にも窓口がな

い。数字はこういうふうに出るけれどね。将来

的にはしっかり把握できるようにしないと、働

いとるところからどっか逃げたとかいっても、

ただ数字上出てくるだけでなかなかね。まあま

あいいです、これからの問題で。

○渡辺委員長 ほかよろしいでしょうか。

それでは、その他で何かございますでしょう

か。

○日髙副委員長 ちょっとお伺いしたいんです

けれども、先日、18日の夜７時ぐらいに、花ケ

島の市道上で殴られたという殺人未遂事件があ

りました。僕も近所で、今子供たちと一緒に、

親が同行している状況なんですけれども、現状

と対策、もしわかれば教えていただけないかな

と思いますけれど。

○鬼塚刑事部長 その現状と対策は、捜査のこ

とを言われているのか、それとも見守り活動と

か警戒活動、どちらのほうを。

○日髙副委員長 捜査活動は発表はできないで

すよね。ですので、今どういう対応をされてい

るのかと。

○河野生活安全部長 本件は、事案発生ととも

に刑事部主導で事件捜査が行われております。

それとあわせて、同時に、生安部のほうにも連

絡がありまして、犯罪の模倣性とか、再犯性、

連続性、それを考慮しまして、まずは、その日

のうちに教育委員会、それからボランティア活

動等の連絡をとりまして、朝の登校状況、ある

いはその日の下校状況の見守りをしております。

連絡もとれて、実際行っております。

地域警察官に対しても、朝方の交通指導、そ
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れと夕方の交通指導等を実際にやっております

し、さらには防犯メールを使いまして注意喚起

をしております。見守り活動等の状況について

は、その日のうちにしっかり体制を整えてやっ

ております。

○日髙副委員長 先日も静岡の藤枝市で小学校

４年生が切りつけられて、今いろんな事件があ

りますんで、一刻も早い対応をお願いしたいと

思います。よろしくお願いします。

○渡辺委員長 今の花ケ島の件の関係で、たま

たまかもしれませんが、私もすぐ近くなんです

けれども、夜発生して、夜中に自治会の連絡で

あるとか、小学校の保護者へのメールとかも来

たんですが、たまたま打った学校が間違っただ

けかもしれませんけれども、最初、殺人事件と

いうふうに情報が来て、親の中でも広がって、

朝、テレビのニュースで見ると、傷害と言った

り、殺人未遂と言ったり。だけれど、来ている

情報は殺人事件があってというふうに聞きまし

た。

これは、誰かのパーソナルのミスがあってい

るだけだと思うんですけれども、学校等への警

察からの情報提供というのは、具体的に、例え

ばそういう夜間の時間帯に起きた場合などとい

うのは、紙で何かが提供されるのか、それとも

電話連絡のようなことで、ミスが起こりやすい

形で情報提供があるのか、その辺はどうなって

いるんでしょうか。

○河野生活安全部長 今回の場合は夜間でした

ので、電話連絡あるいはメール等でやっており

ます。昼間帯、これについてはファクスとか、

ペーパーレベルで発信する場合もあります。

ただ、本件は、発生と同時に発生報告、報道

・広報をしていますので、我々が事案自体、罪

名自体を間違えるということはないと思います

けれども、ただ、そこあたりをわかりやすく今

後していくという点については、我々も考えた

いと。そういう誤発信があれば、その誤発信を

なくすような手だてをまた考えたいと思います

ので、よろしくお願いします。

○渡辺委員長 もう一つだけ、技術的に教えて

いただきたいんですが、例えばこの間の花ケ島

のような件があった場合に、北警察署からそれ

ぞれの小学校等に個別に連絡が行くような仕組

みなのか、それとも教育委員会を通して各学校

に行くというような、その辺はどんな仕組みに

なっているんでしょうか。

○河野生活安全部長 これは、事案事案によっ

て違いますけれども、今回は北警察署の現場だっ

たもんですから、こういう事案が発生したら、

全署員体制で、そういうところまで回らない。

それで、今回は、その防犯関係の業務は本部の

ほうでやっております。

小さな事案とか声かけとか、そういうのがあ

れば、警察署単位でやることもありますし、そ

れが広範囲で発生すれば、本部が主導で全部広

報連絡をするというところであります。

漏れのないようにはしますけれども、事案事

案によって、警察署単位、あるいは本部が一括

という形になります。

○今村少年課長 今回につきましては、教育委

員会のほうを通じて連絡をとらせていただいて

おります。

○渡辺委員長 そのほか、よろしいでしょうか。

○横田委員 暴走族についてお尋ねしたいんで

すけれど、以前のような暴走族って今ほとんど

見ないと思うんですが、最近、複数のバイクで

ワンワン言わせて走るバイクが結構目につきだ

したんですよ。信号無視もしているから何とか

してくれという住民からの相談もあったんです
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けれど、そういったのは把握されておられるん

でしょうか。

○廣澤交通部長 今、県内で暴走族グループと

して把握しておるグループはございません。た

だ、週末等を中心に、夜間単発で仲間内で数台

連ねて暴走行為等をやる若者がおります。

警察といたしましても、交通指導課に特暴対、

特別暴走族対策の部隊というのがございまして、

基本、夜間勤務をする形態で活動しておる組が

おります。そういう組が夜間視察、あるいは検

問いろいろやりまして、情報収集をしながら、

単発暴走する者の把握等と指導をやっておると

ころではございますが、以前に比べて、ごく最

近、少し暴走音が聞こえ始めたなという声は私

どものほうにも伝わっておりますので、今また

夜間のそういった対策強化をやってまいる所存

でございます。

○横田委員 単発かもしれませんけれども、ま

たそれがだんだんエスカレートしていって、以

前のような暴走族みたいなのになるといけませ

んので、早目の対策といいますか、それをお願

いしたいと思います。

○渡辺委員長 ほかよろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは、以上をもって警察本

部を終了します。大変お疲れさまでした。

暫時休憩します。

午前10時59分休憩

午前11時２分再開

○渡辺委員長 委員会を再開します。

報告事項等について、企業局長の概要説明を

求めます。

○図師企業局長 企業局でございます。よろし

くお願いいたします。

説明に入ります前に、一言お礼を申し上げま

す。

さきの常任委員会県内調査におきまして、渡

辺委員長を初め、委員の皆様方におかれまして

は、三財発電所を調査いただき、まことにあり

がとうございました。

企業局といたしましては、今後とも職員一丸

となりまして健全経営に努めてまいりたいと考

えておりますので、委員の皆様方におかれまし

ては、引き続き御指導、御支援を賜りますよう

よろしくお願いを申し上げます。

それでは、座って説明をさせていただきます。

お手元に配付しております文教警察企業常任

委員会資料の目次をお開きください。

今回、企業局は、議案はございませんが、提

出報告書関係が２件、その他報告事項が３件の

合計５件でございます。

まず、Ⅰの提出報告書関係でありますが、平

成29年度宮崎県公営企業会計（電気事業）予算

繰越計算書及び平成29年度宮崎県公営企業会計

（電気事業）継続費繰越計算書でございます。

これらは、平成29年度予算に計上いたしまし

た経費のうち、今年度に繰り越したものにつき

まして、地方公営企業法第26条第３項及び同法

施行令第18条の２第１項の規定により、御報告

するものであります。

次に、Ⅱのその他報告事項でございますが、

１件目は、一ツ瀬川県民スポーツレクリエーショ

ン施設─河川敷のゴルフ場でありますが、こ

ちらの第３期の指定管理者の指定期間が本年度

をもちまして終了いたしますことから、現在、

準備を進めております第４期の指定について報

告させていただきます。

また、２件目は、７月15日に一ツ瀬川県民ゴ

ルフ場で開催いたします、宮崎県企業局電気事
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業80周年記念コンペについて報告をさせていた

だきます。

最後に、企業局の発電所及び工業用水道施設

で毎年実施をしております施設見学ツアーにつ

いて報告をさせていただきます。

詳細については、担当課長より説明させます

ので、よろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○渡辺委員長 それでは、報告事項に関する説

明を求めます。

○奥総務課長 それでは、平成29年度宮崎県公

営企業会計（電気事業）に係る予算繰り越しに

ついて御説明いたします。

お手元の平成30年６月定例県議会提出報告書

のうち、企業局所管の繰越計算書を委員会資料

におつけしておりますので、こちらのほうで御

説明をいたします。

それでは、委員会資料の１ページをごらんく

ださい。

最初に、電気事業の予算繰越計算書について

御説明いたします。

まず、建設改良費の繰り越しといたしまして、

表の１段目のダム施設整備事業であります。こ

れは、多目的ダムの管理者である県土整備部が

行うダム施設の改良工事等に対して、企業局が

事業費の一部を負担するものでありますが、表

の一番右の列の説明のところにございますとお

り、事業主体である県土整備部が関係機関との

調整に日数を要したことなどによりまして予算

の繰り越しを行うことから、企業局におきまし

ても、これに合わせて予算の繰り越しを行った

ものであります。

平成29年度の予算といたしましては、表の左

から４列目、３億3,699万円を計上しておりまし

たが、そのうち年度内の支払い義務発生額

は8,431万4,110円で、翌年度への繰越額は4,033

万7,759円であります。

また、予算計上額から、この支払い義務発生

額と翌年度繰越額を差し引いた金額は、右から

３列目の不用額２億1,233万8,131円であります。

この不用額につきましては、国の予算が要望額

どおり確保できなかったことによるものであり

ます。

なお、全ての工事の完了は10月末を予定して

おります。

次に、表の２段目の上祝子発電所インバータ

補修であります。

これは、上祝子発電所におきまして、昨年12

月に水車発電機を制御する電源の変換装置が故

障し、２号水車発電機が運転できない状態となっ

たため、機器の取りかえ工事を行うものであり

ます。

表の一番右の列の説明に記載しておりますと

おり、機器の製作に日数を要したことから予算

の繰り越しを行ったものであります。

平成29年度の予算といたしましては、表の左

から４列目、240万円を計上しておりましたが、

年度内の支払い義務は発生しなかったことから、

その全額を繰り越しております。

なお、工事は５月に完了いたしております。

それでは、２ページをお開きください。

次に、電気事業の継続費繰越計算書について

であります。

この継続費の繰り越しにつきましては、２ペ

ージの表の左側の款及び項の列に掲載しており

ますとおり、事業費の営業費用の繰越分と、３

ページの款及び項の列に記載しておりますよう

に、資本的支出の建設改良費の繰越分とに分か

れております。

まず、２ページの綾第一発電所発電機自動制
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御装置更新工事であります。

この工事は、設置後20年以上が経過した水車

発電機自動制御装置の更新を行うもので、平成28

年度から30年度までの３カ年の事業であります。

繰り越しの内容といたしましては、老朽化し

た既存の設備を取り除くための費用について繰

り越しを行ったものであります。

継続費の総額は、左から４列目、232万6,000

円で、平成29年度予算といたしましては116

万3,000円を計上しておりましたが、年度内の支

払い義務は発生しなかったことから、その全額

を繰り越しております。

次に、３ページをお願いいたします。

まず、表の１段目、２ページと同じでござい

ますが、綾第一発電所発電機自動制御装置更新

工事であります。こちらは、自動制御装置を製

作し、設置する費用について繰り越しを行った

ものであります。

継続費の総額は、左から４列目、３億899

万6,000円で、平成29年度予算といたしましては

１億5,449万8,000円、28年度からの逓次繰越額

といたしまして3,920万4,000円、合計１億9,370

万2,000円を計上いたしておりましたが、年度内

の支払い義務が発生しなかったことから、その

全額を繰り越しております。

次に、表の２段目の渡川発電所発電設備一括

更新工事であります。

この工事は、渡川発電所が運用開始から60年

以上が経過し、主要機器及び基礎部に老朽化が

見られるため、最新機器の導入等を行う渡川発

電所大規模改良事業のうち、発電設備を全て入

れかえるものでありまして、平成29年度から33

年度までの５カ年の工事であります。

継続費の総額は、左から４列目、30億3,564万

円で、平成29年度予算といたしましては6,564万

円を計上しておりましたが、支払い義務発生

額860万円を差し引きました5,704万円を繰り越

しております。

最後に、表の３段目の渡川発電所取りつけ道

路工事であります。

この工事は、発電所までの取りつけ道路の整

備を行うものであります。渡川発電所発電設備

一括更新工事に伴う水車・発電機等の重量物に

ついては大型トレーラーでの運搬となりますが、

発電所までの市道は道幅が狭く、現状では運搬

が困難であることから、取りつけ道路の整備が

必要となったものでありまして、平成29年度か

ら30年度の２カ年の工事となっております。

継続費の総額は、左から４列目、２億5,000万

円で、平成29年度予算といたしましては２

億2,000万円を計上しておりましたが、支払い義

務発生額１億274万5,693円を差し引きました１

億1,725万4,307円を繰り越しております。

私からの説明は以上でございます。

○渡辺委員長 報告事項についての質疑はござ

いませんでしょうか。

○中野委員 １ページのダム施設整備事業の３

億3,699万の予算計上。説明が、国の予算が確保

できたんで、それで不用額が出ましたって説明

やったよな。

○奥総務課長 国の予算が確保できなかったと

いうことで。

○中野委員 それで不用額が出るわけ。

○奥総務課長 これは、県土整備部のほうで国

に予算要望していて、その額に応じた金額分を

予算化しておりましたが、要するに県土整備部

のほうの予算が、国の要望どおりつかなかった

ということで、それに応じた額を企業局のほう

でも繰り越しをしたということでございます。

○中野委員 不用額というのは終わったという
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ことやろう。

○奥総務課長 これは、平成29年度の予算額と

してはもう使用しなかったということでござい

ます。

○中野委員 国がつかんから、逆に金が余るの

がおかしい。意味がようわからんですけれど。

○平松工務課長 この施設整備事業につきまし

ては、県土整備部のほうで事業を行います。そ

れで、国に予算要望をするんですけれども、そ

れに合わせて企業局の負担分がありますので、

企業局もその負担額を予算計上するということ

にしてあります。

それで、最終的に国費の予算が満額つかなかっ

たということで、県土整備部のほうで優先順位

を考えまして、箇所づけがされておりまして、

それでつかなかった分に、工事が施行されなかっ

た29年分についての企業局の負担額が不用に

なったということで、その分が２億円相当とな

ります。

○中野委員 当初予定していた事業はもう行わ

なかったということになるわけ。

○平松工務課長 そうですね。当初予定されて

いた工事につきましては、国費がつかなかった

分に該当する企業局の負担がなくなったという

ことで、事業が行われなかったので、負担する

金額も負担しなくてよくなったということです。

○中野委員 だから、私が言いたいのはね、国

が補助金がつけば事業しますよ、国の負担がつ

かんければ事業しませんでしたと。それだと、

そんないいかげんな事業だったのというふうに

聞こえるわけ。せんでもいいようなやつに２

億5,000万とかよ。

○土屋副局長（技術） ダムの施設整備につき

ましては、多目的ダムということで、それぞれ

河川管理者、それと利水者である我々企業局の

電気事業者等で、全体事業負担割合は決まって

おります。

県土整備部が事業主体になりますので、平成29

年度の全体事業費を国に要望します。要望をし

た後に国からの内示がありますけれども、その

内示の差額はどうしても出るようになります。

県土整備部の場合は、年度最後の２月議会で補

正予算ということで、その内示の額は落とすん

ですけれども、企業局は不用額という形で、同

じ予算の作業をするというような処理をしてお

ります。

○中野委員 私は事務手続を聞いているわけ

じゃない。国の予算がつかんかったら、その事

業はせんでもいいような、そんな安易な事業内

容だったかと聞いとるわけ。

○土屋副局長（技術） 当初予定しておりまし

た事業につきましては、また引き続き次年度事

業で要望していくという形で実施をすることに

なります。

○中野委員 国の補助金がつかなければ、ずっ

とそのまましておいても不具合はないという話

やね。そう聞こえる。必要なら、しっかり自前

でせんといかんし、何かいいかげんじゃな。

○図師企業局長 中野委員の御指摘はそのとお

りだと思いますけれども、現実問題として、国

の補助金がつかなければ県の単独事業でやるか

という話になります。これは、県の財政にとっ

て非常に厳しいというのが実情でございます。

県土整備部、それから我々企業局も含めて、や

むを得ず事業を先延ばしをしているという状況

になっております。

先延ばしをすることで、例えば施設の老朽化

がさらに進むとか、そういうリスクは当然ある

わけですけれども、それについては、日常の点

検をしっかりやったり、あるいはふぐあいが出
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れば、そのときに応じて補修をやったり、そう

いうことで寿命を延ばして、そして国の次年度

の予算要望をして、予算が要望どおりつけば実

施をしていくと、そういうのが実情でございま

す。

○中野委員 まあいいですけれど、新規からし

て、決算になると繰り入れとかね。何かあれ見

ると、大体国との関連は前年度につくかつかん

かいろいろやった上での予算計上やからね、と

思うたんやけれど、まあいいです。つかんかっ

たら繰り入れたりとかね、何かそこ辺がひっか

かるもんで。まあいいです。

○渡辺委員長 ほかございませんでしょうか。

よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは次に、その他報告事項

に関する説明を求めます。

○新穂経営企画監 一ツ瀬川県民スポーツレク

リエーション施設における指定管理者の第４期

指定について報告をいたします。

委員会資料の４ページをお開きください。

企業局では、一ツ瀬川県民スポーツレクリエ

ーション施設の管理運営について、平成18年度

から指定管理者制度を導入しておりますが、今

年度末で第３期指定期間が終了することから、

来年度からの第４期指定管理者を募集するもの

であります。

まず、１の現在の管理運営実績についてであ

りますが、（１）の指定管理業務の概要にありま

すとおり、施設の概要としましては、ゴルフコ

ース、サービスセンター及び駐車場でありまし

て、指定管理者は一般財団法人一ツ瀬川県民ス

ポーツセンター、指定期間は平成26年度からの

５年間となっております。

（２）の施設利用状況につきましては、表に

ありますとおり、指定期間の初年度であります

平成26年度には、３万3,982人の利用者がありま

したが、徐々に減少し、昨年度の利用者数は２

万9,840人となっております。

（３）の施設の収支状況ですが、これは指定

管理者の収支状況でありますが、平成26年度と27

年度は黒字、28年度と29年度は赤字となってお

ります。

（４）の管理運営状況につきましては、各種

の割引料金やポイントサービス、主催コンペの

実施や幹事お任せセンターの運営などを行って

おります。

（５）の評価及び課題としましては、県内ゴ

ルフ人口の減少傾向や周辺ゴルフ場との利用者

獲得競争の激化の影響もあり、指定期間中の利

用者数は毎年度減少し、結果的に収入の減少と

収支の悪化を招いております。

施設の維持管理は適切に行われていると評価

しておりますが、利用者増及び収入増に向けた

一層の取り組みが求められると考えております。

５ページをごらんください。

２の次期の募集方針案についてであります。

まず、（１）の指定管理者の業務の範囲は、施

設の利用許可や料金の収受などの施設の利用に

関する業務、施設の維持及び保全に関する業務

及びレストランの運営などのその他施設の運営

に関する業務であります。

（２）の指定期間は、平成31年度からの５年

間で、（３）の利用料金ですが、全て指定管理者

の収入といたします。

（４）の納付金額ですが、これは、指定管理

者から企業局に納めてもらう納付金であります

が、基本納付金額は年額1,900万円とし、年間利

用者数が３万1,500人を超えた場合は、超えた人

数に対して１人当たり1,000円の追加納付をして
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もらうこととしております。

（５）の募集概要につきましては、募集期間

を７月２日からの２カ月間としておりまして、

（６）の資格要件につきましては、①から⑧に

掲げる要件としております。

６ページをお開きください。

（７）の選定につきましては、①の審査の流

れの表にありますとおり、申請書類に基づく資

格審査の後に、外部委員で構成します指定管理

候補者選定委員会において審査を行いまして、

その審査結果を企業局長等で構成します指定管

理候補者選定会議で確認の上で、指定管理候補

者を選定することとしております。

なお、②に指定管理候補者選定委員会委員の

名簿を、③に指定管理候補者選定会議委員の名

簿を記載しております。

（８）の選定基準でありますが、①の住民の

平等な利用が確保されることから、⑤の事業計

画書の内容が、地域への貢献及び地域との連携

を考慮したものであることまでの５つの基準で

審査することとしております。

７ページをごらんください。

（９）の審査項目と配点についてであります

が、表の左側の欄にあります、先ほど御説明い

たしました選定基準ごとに、中央の欄の審査項

目に掲げている項目について審査を行い、採点

を行います。また、選定基準ごとの配点は右側

の欄に記載しておりますが、②の事業計画と④

の管理運営能力に重点を置いた配点としており

ます。

最後に、３のスケジュールであります。６月

６日の第１回の選定委員会で募集方針等を検討

したところでありますが、今後、７月２日から

の２カ月間の募集期間を経て、10月上旬に選定

委員会による審査を行うこととしております。

その後、10月中旬の選定会議で選定委員会の

審査結果を確認した上で、指定管理候補者を選

定いたしまして、11月定例県議会にお諮りする

予定としております。

指定管理者につきましての説明は以上であり

ます。

引き続きまして、宮崎県企業局電気事業80周

年記念コンペにつきまして御説明いたします。

委員会資料の８ページをお開きください。

１の趣旨でありますが、宮崎県企業局が、昭

和13年、1938年の県営電気建設部としての発足

から数えて80周年を迎えましたことから、電気

事業を初めとする企業局の事業推進に対する県

民への感謝の意を示すとともに、さらなるＰＲ

を図ることを目的に、記念事業の一環といたし

まして、一ツ瀬川県民ゴルフ場でゴルフコンペ

を開催することとしたものであります。

なお、当日はプレーヤーとして、河野知事に

も参加していただく予定としております。

２の開催日でありますが、平成30年７月15日

の日曜日を予定しております。

３の参加資格でありますが、参加はオープン

参加としておりまして、どなたでも参加が可能

となっております。

４の参加人数でありますが、全体で140名程度

を予定しております。

５の参加費につきましては、無料としており

まして、上位入賞者への賞品のほか、飛び賞や

参加賞も準備しております。

６のプレー代につきましては、食事代を含め

まして4,400円としております。なお、18歳未満

の場合は1,000円、同じく80歳以上は2,270円と

なり、食事代は別途となります。

また、電動手押しカートや乗用カートを利用

される場合は、別途料金が必要となり、乗用カ
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ート利用の場合はプラス300円の4,700円となり

ます。

７の申込方法ですが、直接一ツ瀬川県民ゴル

フ場に申し込んでいただくこととしております。

議員の皆様に御案内いたしましたところ、お

忙しい中、既に多数の参加申し込みをいただい

ております。まことにありがとうございます。

今回の記念コンペを通じまして、企業局のＰ

Ｒとあわせて、ゴルフ場の一層の利用促進にも

つなげてまいりたいと考えております。

私からの説明は以上でございます。

○平松工務課長 引き続き、企業局施設見学ツ

アーについて御報告いたします。

資料の９ページをごらんください。

１の発電所についてであります。

（１）の目的でありますが、発電所施設見学

ツアーは、地元の小学生を対象として、地球温

暖化の主な原因である二酸化炭素をほとんど発

生しない水力発電の仕組みやダムの役割等につ

いて、教育や啓発を行うことを目的としており

ます。

次に、（２）の内容でありますが、発電所内の

水車、発電機の見学や水車模型により発電の仕

組みを体験及び学習してもらうものです。下の

ほうの写真は、先月実施いたしました綾第二発

電所の施設見学ツアーの際の写真です。

次に、（３）の昨年度の実績と今年度の取り組

みですが、昨年度は、３カ所の発電所で国富町

立森永小学校の４年生など、合計108名に参加し

ていただきました。

今年度は、第１回目を５月11日に、綾第二発

電所において、綾町立綾小学校の４年生を対象

に、また、２回目を５月24日に、石河内第一発

電所において、木城町立木城小学校の４年生を

対象に開催したところであります。

なお、11月16日には、岩瀬川発電所において、

都城市の高崎町内にある小学校の４校の４年生

を対象に開催を計画しているところであります。

次に、（４）の効果でありますが、参加した子

供たちからは、電気には水力発電があることを

初めて知った、電気のつくり方がわかってよかっ

た、発電に使う川の水は、川に返すなんてエコ

だと思った、発電所の人たちのおかげで住みよ

い暮らしができていると感じたなどの感想が聞

かれました。

このツアーにより、発電所の仕組みや企業局

の事業についての理解が深まるとともに、環境

に関する意識の啓発にもつながったものと考え

ております。

10ページをお開きください。

２の工業用水道施設についてであります。

（１）の目的でありますが、地元の小学生を

対象に、細島工業団地の企業へ給水を行ってい

る工業用水道施設の役割や仕組み等について、

教育や啓発を行うことを目的とし実施しており

ます。

次に、（２）の内容につきましては、浄水場や

配水池の施設見学、細島工業団地の工場見学を

行ってもらうものです。下の写真は、昨年度の

見学の際の写真です。

次に、（３）の昨年度の実績と今年度の取り組

みについてですが、昨年度は11月21日に、日向

市立大王谷学園初等部の４年生126名に参加して

いただきました。今年度は11月に、日向市立※日

知屋小学校４年生の児童を対象に実施する予定

としております。

次に、（４）の効果ですが、工業用水道の役割

について理解していただくとともに、地元企業

のことや工場で働く人の話を聞いてもらうこと

※22ページに訂正発言あり
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により、社会への関心が深められることを期待

しております。

私からの説明は以上であります。

○渡辺委員長 その他報告事項について、質疑

はございませんでしょうか。

○中野委員 もともと何で指定管理者になった

かというと、いかに経費を下げて、いいサービ

スをしてもらって、行政経費をいかに少なくす

るかという目的でできた制度なんですよね。

今回交代だからいいけれど、例えば指定管理

者の施設の収支状況となると、マイナス500万。

だから、今までよう頑張っとるなと私は思って。

手出しはいろいろ出したりする話があるけれど、

トータル的には運営するために、企業局として

何ぼ補塡しているか、貸し付けているかという

のが、我々としては一番知りたいわけ。

これでいくと29年度は、最終的にはマイナス

だけれども、そこの中で運営はできるというこ

と。それとも企業局から貸し付けんといかんと

いう話になるのか、そこら辺はどうなる。

○新穂経営企画監 昨年度は、指定管理者500万

の赤字になっておりますが、この赤字に対しま

す補塡は企業局からはやっておりません。それ

までの財団の留保資金の中から補塡しておりま

す。現在持っている資金としては、三百数十万

残っておりまして、昨年度末の状況ではすぐさ

ま経営に影響があるというところではございま

せんでした。

○中野委員 最終的には独自でやり切れるかど

うか、補塡が続きだしたときは、存続をどうす

るかという話でね。運営ができとる間はそんな

問題ないわけで、今後の資料としてはそういう

のを、ぜひお願いします。よう頑張っとるなと

思うとったけれど、これで見ると手出しかなと

思って。

○横田委員 次期の納付金額1,900万、これは値

下げをするということなんですかね。

○新穂経営企画監 現在は2,000万円の納付金額

であります。それを、近年利用者数が減ってい

るということもありまして、赤字が出たと。企

業局としても事業会計は大変厳しいんですけれ

ども、その中で、あと100万ぐらいは頑張れるか

なということで、100万下げまして、指定管理者

の負担を下げることを考えておるところであり

ます。

○横田委員 今度新たに募集するということに

なるんですけれど、ゴルフ人口の減少とか、周

辺ゴルフ場との競争が激しくなっているという

ことで、ここ２年間赤字経営になっていると。

もしかすると応募がないということも考えられ

ますよね。そういった場合はどうなるんですか

ね。

○新穂経営企画監 現在の第３期の募集のとき

には、財団１社でございました。今年度、募集

に関しましては複数のところから応募があるよ

うに努力はしたいと考えておりますが、今のと

ころ、現在の指定管理者が今年度も応募したい

というふうには聞いております。

万が一応募がなかった場合は、企業局独自で

運営していかないといけないということで、大

変厳しい状況になりますので、どうにかしまし

て、たくさんの応募があるように広報に努めて

いきたいと考えております。

○図師委員 このスポーツレクリエーション施

設を赤字で受けてくれる企業が果たしてあるの

かどうか非常に心配で。内部留保金が300万程度

ということですから、29年度のような赤字です

と破綻してしまうのが目に見えているわけで。

努力はされるんでしょうけれども、企業局とし

て、このレクリエーション施設を維持しなけれ
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ばいけないのか、もしくはもう閉鎖して、現状

維持の管理だけすればいいとも考えられないの

か、そこら辺はいかかがですか。

○新穂経営企画監 現在、ゴルフ場は３万人近

い利用者数がございます。そして、利用者の大

半が高齢者ということで、十分ニーズとしては

存在意義があると考えております。

しかしながら、利用者数がこれ以上減りまし

て、運営するのが厳しいという状況が続きます

と、存続していくのは大変厳しい状況であろう

と考えております。

来年度から第４期指定ということで、５年間

お願いするわけですけれども、その状況を見な

がら、今後の継続、あるいはどうしていくのか

というのは、今後５年間の中で考えていきたい

と考えております。

○中野委員 問題は、台風が来たときなんかに

休止して、後の材木さらい、あれは大体経費と

してはどれぐらい要る。１回あんなのが来た場

合の。

○新穂経営企画監 平成28年度に冠水しまして、

５日間閉鎖しております。そのときの企業局が

負担した費用が150万程度です。この28年度のと

きは、１メートルぐらい冠水しまして、それほ

ど材木等がなかった、そしてコースが壊れなかっ

たことから、砂の除去とか、土の除去だけで済

んだものですから、その程度だったということ

があります。

ただし、一遍冠水しますと、なかなか乾かな

い状態になりますので、営業を始めても、１カ

月程度はずっと影響が続いたという状況であり

ました。

○中野委員 そういうときの契約はどうなって

る。指定管理者の負担というのは。

○新穂経営企画監 契約書に記載しておりまし

て、現在の協定によりますと、200万までの負担

は指定管理者となっております。いろいろ施設

を運営していく中で、修繕をしないといけない

部分が出てきますので、１件当たり100万以下の

修繕工事は指定管理者が負担しまして、合計

で200万までは指定管理者が負担していただく

と。200万を超えた場合は企業局が負担するとい

う契約にしておりまして、28年度の場合はトー

タルで350万ほどあったということで、200万を

超えた150万を企業局が負担したことになってお

ります。

来期からの指定管理者については、この負担

限度額を200万から150万に下げまして、指定管

理者の負担を軽減して、応募しやすいような工

夫はしております。

○渡辺委員長 ほかよろしいでしょうか。

○平松工務課長 工業用水道施設の施設見学ツ

アーの今年度の取り組みの11月予定のところな

んですけれども、小学校名を日知屋小学校と説

明しましたが、日知屋東小学校に訂正いたしま

す。

○渡辺委員長 わかりました。その他で何かご

ざいますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは、以上をもって企業局

を終了いたします。ありがとうございました。

暫時休憩します。

午前11時40分休憩

午前11時44分再開

○渡辺委員長 委員会を再開いたします。

報告事項等について、教育長の概要説明を求

めます。

○四本教育長 教育委員会でございます。よろ

しくお願いいたします。
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まず、御礼を申し上げます。

４月に開催されました第34回宮崎県青年団協

議会定期大会に、横田委員に御臨席をいただき

ました。まことにありがとうございました。

また、５月に開催されました宮崎県高等学校

総合体育大会、そして今月開催されましたみや

ざき県民総合スポーツ祭の開会式に際しまして、

渡辺委員長を初め、議会からも多くの皆様方に

御臨席をいただきました。まことにありがとう

ございます。

この場をかりまして、厚く御礼を申し上げま

す。

次に、説明に入ります前に、２点御報告をさ

せていただきます。

１つ目は、大阪北部を震源とする地震に関し

て、県内の学校への影響等についてでございま

す。

まず、今週、関西方面への修学旅行を予定し

ておりました中学校につきまして、本日の時点

で延期が決定をしている学校や延期を検討して

いる学校が十数校ございます。

また、プールのブロック塀の倒壊で、登校中

の女子児童のとうとい命が失われましたことか

ら、各市町村教育委員会に対しまして、学校施

設のブロック塀などの非構造部材の点検を行い、

危険と思われる箇所の早急な改修等を依頼した

ところであります。

今後も、市町村や関係機関との連携をさらに

進めながら、学校施設や通学路等の安全確保に

努めてまいりたいと考えております。

２つ目は、先日開催されました全九州高等学

校体育大会バスケットボール競技大会におきま

して、本県代表の延岡学園高校の選手が審判員

を殴打してけがを負わせるという事案がござい

ました。暴力行為はあってはならないことであ

り、県教育委員会といたしましても、今回の事

案を真摯に受けとめて、再発防止に努めてまい

りたいと考えております。

ここからは座って御説明をさせていただきま

す。

それでは、文教警察企業常任委員会資料の表

紙をめくっていただきまして、目次をごらんく

ださい。

今回御審議いただきます議案及び議案以外の

報告事項はございません。

その他の報告事項といたしまして、宮崎県立

高等学校教育整備計画（後期実施計画）につい

てと、前回の常任委員会でお求めのありました

平成30年３月高等学校卒業予定者の就職内定状

況についての２件を報告させていただきます。

私からの説明は以上でありますが、詳細につ

きましては、この後、引き続き高校教育課長が

説明いたしますので、どうぞよろしくお願いい

たします。

○渡辺委員長 その他報告事項に関する説明を

求めます。

○川越高校教育課長 初めに、宮崎県立高等学

校教育整備計画（後期実施計画）について説明

いたします。

資料の１ページをごらんください。

まず、１の経緯についてですが、ことし３月

の常任委員会において、パブリックコメントに

かける前の素案について御説明いたしました。

その後、３月19日から４月17日までのパブコ

メの実施により、県民の皆様からの御意見をい

ただきました。

いただきました御意見等については、修正を

求めるものではなかったことから、去る５月24

日に開催いたしました定例教育委員会において、

素案どおり決定いたしました。
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次に、２の本計画（素案）に対するパブリッ

クコメントの結果及び３のパブリックコメント

への対応についてをごらんください。

パブリックコメントの結果については、３月19

日から４月17日までの約１カ月間の募集期間内

に、10名の方々から15件の御意見をいただきま

した。

２ページの別紙資料１をごらんください。

この別紙資料１は、県民の皆様からいただい

た御意見と県の考え方をまとめたものでありま

す。表の左端に整理番号、その次の欄は後期計

画の冊子の対応ページを示しております。

いただいた御意見の要旨の内容を整理番号順

に簡潔に紹介いたします。

整理番号１番が、国際化・グローバル化に対

応する人材育成の推進に関する御意見です。

これにつきましては、表の右側に県の考えを

記載しておりますが、郷土愛を育むとともに、

国際的な視野で、地域の諸課題を解決する主体

的・積極的な資質や能力を育てたいと考えてお

ります。

次に、整理番号２番から５番が特色ある高校

づくりに関するものでありまして、１学級の定

員、通学区域の設定、地域や保護者の学校運営

への参画の推進、高校入試の全国枠に関する御

意見です。

各学校の特色づくりについては、地域や保護

者の学校運営への参画等の推進や高校入試の全

国枠の導入について検討を行いながら進めてま

いりたいと考えております。

次に、整理番号６番及び７番が、高校再編の

基本的な考え方について、生徒の通学時間や距

離の基準や、地域バランス等の基準を設定して

ほしいとの御意見です。

今回の後期実施計画では、平成34年度まで、

原則、統廃合は行わないとしたところです。こ

れからも生徒・保護者・地域のニーズに配慮し

ながら、教育環境の充実に努めたいと考えてお

ります。

表の一番下、整理番号８番が、福島高校の存

続に関する御意見です。

再び１ページ目をごらんください。３のいた

だいた御意見を検討した結果についてでありま

す。

具体的に、後期実施計画の修正を求める御意

見はなく、今後の取り組みに反映されるよう配

慮してほしいとの御意見であったことから、修

正が必要な箇所はないと判断したところです。

これらいただいた御意見については、今後の

取り組みの参考にさせていただきたいと考えて

おります。

次に、資料の３ページをお開きください。

県立高校生の就職内定状況につきまして御説

明いたします。

この表は、各地域で産業構造も変わることか

ら、地域別にまとめております。

それでは、具体的に宮崎地区を例にとって御

説明いたします。

宮崎地区には高等学校が10校ありますが、１

行目の宮崎大宮高校では、県外就職者が１人の

みということで、県内就職率は０％となってお

ります。

10行目の本庄高校では、48人の就職者に対し

て、県内就職者が45人ですので、県内就職率

は93.8％となり、この地域で一番高い県内就職

率となっております。

一方、この宮崎地区の職業系の学校で、県内

就職率の一番低い学校は、２行目の宮崎工業高

校の38.2％となっております。

しかしながら、この地域で一番就職者数が最
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も多い学校も宮崎工業高校で、その数は73人と

なっております。

このような状況は、他の地域でも同様に見ら

れます。一般に宮崎県の工業系の学校の県内就

職率が低いと言われておりますが、北諸地区で

は17行目の都城工業高校が65名、東臼杵地区で

は29行目の延岡工業高校が85名と、県内就職者

数ではその地域で一番多い学校となっておりま

す。

また、６行目の宮崎海洋高校につきましても、

県内就職率が39.1％と低くなっておりますが、

これは、海運業や造船業などの企業が県内に少

ないことなどが影響していると思われます。

下から２段目の欄の右端にあります県内就職

率の合計は57.4％となっております。一番下の

表に平成28年度の就職状況を示しておりますが、

平成28年度と比較いたしますと、3.0ポイントの

伸びとなっております。

説明は以上であります。

○渡辺委員長 報告事項の説明が終わったとこ

ろですが、質疑につきましては午後行わせてい

ただきます。午後の委員会は１時10分再開とさ

せていただきます。暫時休憩します。

午前11時54分休憩

午後１時８分再開

○渡辺委員長 その他報告事項についての説明

を受けたところですが、委員の皆様から質疑が

ございましたらお願いいたします。

○中野委員 この後期実施計画は全くゼロから

つくり出したのか、ある程度、前期のところの

が入っとってできたのか、ちょっとそこだけ。

○川越高校教育課長 後期実施計画は、前期計

画、中期計画、後期計画とありまして、この後

期計画は、平成31年から34年までの計画となっ

ております。前期計画が３年、中期計画が３年、

後期計画が４年の合計10年の実施計画期間と

なっております。

○中野委員 だから、中期があって後期があっ

て、後期は１からつくったかどうかということ

を聞いている。

○川越高校教育課長 中期計画の流れを受けま

して、後期計画の内容については検討しており

ます。ゼロからつくり上げたものではなく、中

期計画の流れを踏まえまして、後期計画は策定

しております。

○中野委員 これを、我々が１から10まで読み

取って中身見るのは大変なんだけれど、例えば、

後期計画は前期と中期があって、それの反省点

ではないけれど、新しい課題とか、そういうの

がこれに載ってるかどうか。そこの分だけ、簡

単でもいいけれど、もし説明ができたら。

○川越高校教育課長 前期計画と中期計画の総

括みたいなものは、後期計画には掲載しており

ませんが、中期計画に関しましては、例えば学

校の再編整備、再編統合等がありましたが、後

期計画に関しましては、原則として再編整備を

行わないこととしまして、どちらかといいます

とソフト面、内容面といいますか、そうした制

度面の見直しという形の内容になっております。

○中野委員 資料の３ページ、就職内定者状況。

要は、県外就職者をいかに県内に持っていくか

という話だと思うんだけれど、私は、やっぱり

一生の職業につくわけで、極端な言い方をする

と、宮崎県にもこういうところがありますよと

説明をするのはいいけれど、そこから先はやっ

ぱり個人、親の話で、あんまり県内に就職しな

さいという話やないと思っているわけ。まして

や、中には、高校によっては途中退職者という

のかな、それが少ないとか自慢する校長先生が
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おったけれど、そんなの一生の話だから、就職

したところが、自分の思っていたところと全然

違うから変わりますよというのも、私は別にい

いことやねえかなと思っている。

私が言いたいのは、この県外就職者を県内に

するために、例えば、教育委員会の予算が2,000

万円ぐらいやったかな。それと、商工観光労働

部でも持っているわけ。恐らく、トータルした

ら4,000万から5,000万になるんじゃないかな。

だから、この県外就職者997人に対して4,000万

とか使うことが、果たしてどうなのかという話

なんです。

私が知りたいのは、この中でどうしても県内

に残りたいけれども、自分が希望する職種がな

かったとか、そういう人たちが行っとるわけで、

そういう人たちをどうするかというのはやっぱ

りどういう企業をつくっていくかという話に

なって、要は県内におりたいけれど県外に行っ

たという人たちを主体的にやるとか。

それと、やっぱり工業系が多いわけ。キヤノ

ンなんかも来たけれど、ああいうところはみん

な組み立て作業なんです。だから、工業系を出

た人が組み立て作業を希望するかって、俺はそ

うじゃないだろうなと思う。やっぱり職種に合っ

て、将来性を見込んだ人たちが行くわけで、だ

から、もうちょっと、県外に行く人たちの要望

調査をして、それをやるべきじゃないかなとい

うことで。

それと、何といっても、今から売り手市場や

から、学校に就職説明会の機会を設けますよと

言えば、もう必死で企業は採用に走るわけやか

ら。インターンシップなんかも同じことやっ

て、30年前からやっている話。

だから、やっぱりもうちょっと効率的なやり

方を考えるべきじゃないか。同じ工業系で、採

用先、就職先を見てごらん。同じ企業がずっと

何年も出とるはずやと。だって、昔、就職難の

ときには、そういう企業にお世話になったから

と言って、就職担当の人が無理やり採ってもらっ

たりとか、そういう関係もあるから。ただ、一

律、予算をつけて、就職説明会、県内に残りな

さいという話じゃないだろうと言いたいわけで、

それだけです。

○四本教育長 基本的に中野委員のおっしゃる

とおりだと思っているんですが、その中で、し

かし、県内、特に産業界の要請としては、どう

してもやっぱり人手不足で、これはたまらんと。

県外に出る分を何とか少しでも県内に残せない

かということがあって、商工観光労働部関係は

当然として、教育委員会もそれに応えざるを得

ないということもあって。今まで県内企業が理

解されてないということによって、県内に目が

向いていない部分があるとすれば、それはやっ

ぱり理解させようということで。もちろん無理

やり県内に就職させるということは当然できま

せんし、そういう意味では、もちろん限界があ

るといいますか。

ただ、例えば、日機装という会社が誘致で来

ておりますが、あの辺は非常に技術の高い、い

わば物づくりの技術の企業であって、そんなわ

けにはいかないかもしれませんが、ああいう企

業がふえれば、工業系の、今まで物づくりが好

きで、機械いじりが好きで、だけれど、県内に

はそういう生かせる企業がないと言って県外で

出ていた子供たちは、少なくともある程度入っ

てくるんではないか。

キヤノンは、おっしゃったように、どっちか

というと組み立てが多いんで、必ずしも工業系

を引きとめることにはならないと思いますが。

それと、教育委員会の本音としては、ああい
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う技術力の高い企業がたくさん来ていただける

と、あんまり心配しなくても県内の就職が高く

なっていくんじゃないかというふうには思って

おります。

○中野委員 4,000万を900で割ったら単価が１

人何ぼかかる。するなという話じゃないわけ。

インターンシップやればいいというもんじゃな

いし、やっぱり中身をしっかり分析して、ぜひ

効率的に。

○図師委員 先日、都農町議会から都農町議会

が議決した都農高校の閉校について再考を求め

る内容の意見書が県議会に届けられております。

これは教育委員会にも提出があったと思うんで

すけれども、なぜこの内容がきょうの委員会で

報告されないんでしょうか。

○川越高校教育課長 ６月14日に都農町議会か

らの要望書を受け取っております。その際、都

農町議会の議長様からもお話を伺い、都農高校

に対する気持ち等も伺いました。

しかしながら、この都農高校の閉校につきま

しては、平成28年12月の教育委員会で付議され、

既に決定された事項であり、閉校の方針という

ことにつきましては、この委員会にも御報告し

ていると考えております。

したがいまして、都農町には、また、しかる

べき方法でお伝えし、御理解を賜わりたいと考

えております。

○図師委員 この意見書は、そんな軽く扱われ

るような意見書ではないと思っております。都

農町議会がということは、都農町の総意で議決

された内容が公式にちゃんと県議会と教育委員

会に届けられたわけですから、もし私がこれを

指摘しなければ、この意見書が提出されたこと

が表に出ることなく流されておったということ

でしょうか。

○川越高校教育課長 表に出ることがなく流す

という意味ではなく、しかるべき対応をとりま

すが、結論としては、やはり都農町議会のほう

に、この閉校の方針を改めてお伝えし、御理解

を願うという形になろうかと思います。

○図師委員 いや、そういうことを言っている

んではなくて、これは公的なちゃんとした意見

書が提出されているわけですから、県民も知る

権利が十分あろうかと思います。それを、教育

委員会から提示されないということは、明らか

にこういう問題、こういうような動きがあると

いうことを公にしたくないというあらわれとも

受け取られかねないんですが、いかがでしょう

か。

○川越高校教育課長 こちらといたしましては、

そのような考えを公表しないというのではなく、

もう既に閉校の方針が決定しておりますので、

改めて、その内容を検討することはないと考え

ているところであります。

○図師委員 いつまでもこの議論をしたくない

んですが、この議決された意見書が出ていると

いうことを、いつ公表するはずだったんですか。

○川越高校教育課長 意見書をいただきました

のが６月14日で、まだ、その回答の方法につい

ては決定しておりません。

○図師委員 次の常任委員会の中では、また、

改めて都農町側にどのような理解を求めたかの

報告まであわせてしていただけるということで

しょうか。

○川越高校教育課長 都農町に返答しました内

容、都農町のお考えにつきましては、また、御

報告いたしたいと考えております。

○図師委員 その意見書の中に、非常に私が心

配する内容が書かれておりまして、つまりこの

都農高校が今、生徒数が回復している中に、閉
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校の計画が、もう見直しがないまま進んでいる

という内容があり、また、その閉校についての

説明に関して、町当局や町民、生徒、保護者に

対して説明がないままに閉校が決定されたとい

うような文言が書かれてあるんですが、この閉

校に至るまでの経過説明とかを、都農町及び都

農高校、また、保護者にはどのようにされてき

たんでしょうか。

○川越高校教育課長 都農高校につきましては、

平成27年度の学校教育改革推進協議会地区別協

議会の児湯地区部会において４回議論されてお

ります。その中で、児湯地区の生徒数が減少し

ていく現実の中、３校の存続は厳しいという結

論に至っております。

そこで、児湯地区の中学生が大幅に減少する

中、３校が存続するという形になれば、３校が、

年々規模が縮小化し、児湯全体の活力が低下し

ていくことが懸念されるということが議論され

ております。

したがいまして、そういった地区会を経まし

て、児湯地区の方々への理解は深まっていると

考えております。

○図師委員 質問の答弁になっていないんです

けれども、この閉校の過程について、都農町及

び高校、生徒、保護者に対してどのような説明

を行ってきましたかと聞いています。

○川越高校教育課長 都農高校に関しましては、

先ほどの平成27年度の学校教育改革推進協議会

の議論を踏まえまして、都農町を訪問いたしま

して、都農高校閉校に至る過程を説明しており

ます。

○図師委員 それでは、保護者なり生徒に関し

ては、どういう説明をされてきたんですか。

○川越高校教育課長 都農地区の先ほどの学校

教育改革推進協議会の都農部会の代表に、保護

者の代表が参加しておりますので、保護者に関

しては、説明してまいりました。

また、生徒につきましては、募集年度の前年

に、都農高校が閉校になるという方針について

は説明をしております。

○図師委員 それは、県当局が直接出向いて説

明されたということですか。

○川越高校教育課長 学校教育改革推進協議会

には、県教育委員会も参加しております。また、

都農高校の高校生向けの説明というのは、こち

らが直接出向いたわけではなく、募集要項の発

表という形で説明をしております。

○図師委員 私は、全く不足をしておると思い

ます。また、都農町を訪れて説明をされたと申

されましたが、そのとき都農町側からの理解は

得られているんですか。

○川越高校教育課長 大筋のところで、この都

農高校の閉校については、やむを得ないという

形での理解は得られたと考えております。

○図師委員 それは、私、都農町側に、都農町

側と共通認識ということで、そういう理解で伝

えていいですか。

○川越高校教育課長 今回、議会からこのよう

な意見書をいただいたということは、必ずしも

全体の認識には至っていない部分もあったので

はないかと思われます。

ただ、こういった統廃合に関しましては、や

はりそれぞれ一人一人の大きな思いというのが

ありますので、少しでも可能性があればという

ことで、都農町議会側からも要望書を受け取る

ときにお聞きいたしました。

基本的な流れとしては、理解しながらも、や

はりあと一つ、わずかな可能性にでもかけてみ

たいというお思いのあらわれではないかと思っ

ております。
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○図師委員 先ほど、パブリックコメントの説

明もあったんですが、パブリックコメント幾つ

か出されている内容の中では、後期計画につい

ては、修正を求める内容がなかったので、素案

のとおり後期計画は提示させてもらいましたと

いうような説明がありましたけれども、パブリッ

クコメントももちろん大切なんですが、これは

インターネットなり、ファクスもしくは郵送に

おいて県民から公的な意見を求める内容ですか

ら、これはこれで悪くはないんですが、それ以

前に、都農町側からは、都農町長も議長も教育

長も何度か直接県庁まで足を運ばれ、教育委員

会、教育長とも話をされた中で、今まで再三に

わたり、見直しをしてくれと、撤回してくれと

いうような働きかけがあったわけなんですが、

そういうものが、何かこの後期計画には反映さ

れているんでしょうか。

○川越高校教育課長 後期計画におきましては、

基本的に学校の統廃合は、計画期間には行わな

いとしたところであります。

その後期計画においては、それぞれの学校の

制度面やコース、あるいはベースの見直し等、

さまざまな魅力づくりを行いまして、学校自体

の魅力を高めていくと。統廃合ではなく、学校

自体のそれぞれの魅力を高め、活力のある学校

をつくっていきたいと、そういう方向で考えて

おります。

○図師委員 パブリックコメントの内容を尊重

されるような説明があったもんですから、その

コメントを尊重する以前に、実際、足を運んで

説明されてきた意見が全く尊重されてないとい

うのが非常に残念であります。

また、私の手元に過去５年間の各県立高校の

合格者数の資料をつくっていただいて、提出い

ただいたんですが、これを見ますと、過去５年

間で県が示しますその適正規模、１学年４クラ

スから８クラス、１学級40人以上、これを満た

していない学校は複数校あります。それも、５

年連続で満たしていない学校は─都農高校は、

最近は生徒数が回復しておりますが、ほかにも

飯野高校や福島高校、日向工業高校もそうです

が、複数校ある中で、どうして都農高校だけが

と。先ほどの後期計画の資料10ページにもあり

ますように、適正規模に満たない高校について

は、さらに１学級の削減をせざるを得ないこと

が予想される場合には、統廃合を検討しますと

いうような文言がうたわれているにもかかわら

ず、なぜ、後期計画で統廃合の計画が出てきて

いないのか。いわゆる都農高校を統廃合するこ

とと整合がとれるような後期計画になっていな

いと思うんですけれども、そのあたりの見解は

いかがですか。

○川越高校教育課長 委員御指摘のとおり、現

在、定員を満たしていない学校は30年度の入試

で19校ございます。また、定員未充足が続いて

いる学校も15校ほどございます。

その中で、この都農高校が中期計画内で統廃

合となった最大の要因は、やはり、児湯地区の

中学生の人口減少で、このことに関しましては、

後期計画の資料の20ページになりますが、人口

減のグラフが提示してあります。定員割れの状

況という点は、議員の御指摘がありましたよう

に、ほかの学校もあるわけですが、学校のある

所在地、地域の状況、さまざまな要因を加味し

て検討する中で、児湯地区においては、最も県

内の中期計画の期間におきまして、人員の減少

が大きいということで、児湯地区の県立高校の

活性化という視点から、都農高校の統廃合に至っ

たところであります。

また、都農高校は、この計画検討に至るまで
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の間、かなりの長期間にわたりまして、大幅な

定員割れが続いておりまして、４学級から３学

級に減員したにもかかわらず、その回復が見ら

れませんでした。

そのようなことから、都農高校の統廃合の決

定に至ったところであります。

他の地区におきましては、統廃合を全く検討

していないという意味ではなく、後期計画の10

ページ、後期計画の基本的な考え方にあります

ように、１学年４学級以下の高等学校を対象と

した新たな統廃合の予定はないとしながらも、

ただし、大幅に定員を満たさない状況が続くな

ど、さらに１学級の削減をせざるを得ないこと

が予測される場合には、基本方針を踏まえ、統

廃合の検討に入ることがありますと明示してお

ります。

したがいまして、原則として、この後期計画

期間の統廃合はないとしながらも、生徒数の大

幅な減少等の別の要因があった場合は、また、

検討に入るということであります。

○図師委員 もうこれは一般質問でも何度か取

り上げておりますので、その説明もその都度聞

いてきておるわけなんですが、やはり後期計画

の中で、せめて都農高校よりも生徒数が少ない

高校が統廃合の対象になるんであれば、涙を飲

んで、そういう一貫性のある計画なんだなとい

うところで、都農側も理解されると思うんです

が、都農高校よりも現在生徒数が少ない、それ

も複数年生徒数が少なくなっている高校がある

にもかかわらず、先に都農高校がというのは、

それは納得してくれというのがかなり無理な話

で。もし都農高校がここで歯どめがきかないん

であれば、今言った14校、15校というのも、軒

並み今後統廃合の対象になっていかないと、ま

た、その関連性がないと、やっぱり納得いく計

画にはならないと思うんですが。なぜ、後期で

ほかの統廃合をしないと言い切るような方針を

出したんでしょうか。

○川越高校教育課長 先ほど申しましたように、

原則として統廃合する方針ではありませんが、

その統廃合ということの検討が全くないという

わけではございません。

また、これから先の統廃合というのは、先ほ

ど、委員の御指摘にありましたように、簡単に、

例えば大幅に定員が割れているところから順番

にしていくというようなことが、成り立たない

難しい状況にあろうかと思います。地域におけ

る状況、交通の便、また、宮崎県も海岸べりや

山間地では、やはりその条件が同じではありま

せん。

したがいまして、その地域においての学校と

いうのが、どのような状況であるのかという要

素で、総合的な見地から考えませんと、順番に

定員割れの多いところからというような一律の

尺度で見ていくことは、かえって学校というも

のを統廃合の方向に追いやってしまうことにな

るのではないかと思います。

また、パブリックコメント、10件ほどいただ

きましたが、その多くが、やはり地域の学校の

存続を望む声でありました。

したがいまして、都農高校及び都農町の思い

というものに関しましては、本当に切実なもの

として受けとめておりまして、地域における学

校の重要さ、残してほしいという思いは重々理

解しながらも、全県的な見地に立ちまして、こ

の統廃合というもの、県全体の活力、そしてや

はり生徒にとっていきたい学校、そして地域の

学びを残すという観点から、総合的に判断いた

したところであります。

したがいまして、１つのルールに基づいて、
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定員の少なくなったところから順番にというよ

うな、これが見方によっては非常にあいまいで

判断がぶれているように見えるかもしれません

が、やはりこれは都農町にその辺をまた御説明

して、御理解いただきたいと考えているところ

であります。

○図師委員 各地域による事情というのは、やっ

ぱりそこそこの地域が望むんであれば、それは

どこでも声が上がります。単純に郡内の学校が

複数校あるからという理由だけでは、全く納得

いく説明ではありませんし、近くの学校が行政

区をまたいである。ただ、そっちのほうが距離

的には近い。都農高校と高鍋高校の距離も近い

ところもあります。そういうところの統廃合が

先送りされて、都農だけがターゲットにされた

と、そのように映る。また、今後の後期計画も

そのように理解されてしまうような内容になっ

ているのが、すごく危惧されるところであって。

校区の撤廃をしたから、郡部内の生徒数が減っ

ているからということは、学校自体の生徒数が

減ってくるということとイコールではないです。

ほかの町から、ほかの市から、ほかの郡からで

も高校に来れるようになっているわけですから、

そのエリアの人口が減るからということも、私

は理由にはならないと思います。

要は、都農町議会がここまでの活動をされて

いる、議決をされて意見書まで提出をされてい

るわけですから、これで活動は終わらないと思

います。また、都農町側から教育委員会には、

教育委員の皆様に対しても、何らかの要望活動

があろうかと思いますので、その都度、真摯に

対応していただきたいと要望をいたします。

○横田委員 パブリックコメントについてお尋

ねしたいんですけれど、５番目の高校入試の全

国枠の意見に対して、学校の特色や県内中学生

のニーズ、地域における状況、教育的効果等も

十分に配慮して検討していくと書いてあります

けれど、例えば、県内中学生のニーズとか、教

育的効果とかいうのは、どんなものが考えられ

るのか、ちょっと教えていただきたいんですけ

れど。

○川越高校教育課長 全国枠導入における効果

というのは、やはり他の地区からの生徒が入っ

てくることによる県内の生徒への刺激、さまざ

まな価値観の生徒との切磋琢磨による県内生徒

の意識の向上などの効果が考えられるのではな

いかと思っております。

○横田委員 全国の公立高校で全国枠の入試を

やっている事例とかいうのはあるものなんで

しょうか。

○川越高校教育課長 他府県において、全国枠

の募集をやっているのは、現在、24の道県で140

校に上っております。近くでは鹿児島県も20校

ほどが実施しておりますが、入学生としては、

まだ９人ほどということで、たくさん来ている

わけではありません。

この全国枠の導入状況及び生徒が実際に受験

しているかということは、やはり各県において、

かなり違っている状況にあります。

○横田委員 決して否定するわけじゃないんで

すけれど、さっき言われましたように、生徒間

の刺激とか、期待される面もたくさんあると思

うんです。もしこれが導入できるもんなら、導

入したほうがいいんじゃないか。例えば、人口

減少の解決の一助になるかもしれませんし、ひ

とつ前向きに検討していただければと思います。

○中野委員 今後、やっぱり地域でも問題なの

は統廃合の問題です。今、本庄高校の魅力化、

みんなで頑張っています。だけれど、魅力化だ

けで定員がふえるのかなと。
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例えば、このグラフを見ると、ちょうどこの

後期計画が終わるころには、今から1,000名も児

童数が減るわけで、どこかが魅力化してこっち

がふえれば、こっちが減る。じゃ、トータルで

どうなのという話で。私は、そのために、１回、

例えば本庄高校の総経費がどうなっとるのかな

と思って。やっぱり学校を存続させるためには

経費のことも考えんといかんだろうし、それと、

１学年、高校としての全体の学力とか学校運営

を考えても、最低、これぐらいとか。

これを見ると、33年が9,700人ぐらい、それか

らまたずっと上がっていくと、どこで線を引い

たらいいのという話になるわけで。

県議になったときからずっと卒業式など行っ

ているけれど、本庄高校は４クラスで160人、こ

れはとっくの昔に切っている話だと思う。もう

大体今100人ぐらい。

これ見る限りでは、どこかまだ減る。そこ辺

も含めて、学校再編とか、そういうのはやっぱ

り一つの基準を、みんな理解もして、いろんな

形で、特例があって、どこかのことやから１学

級でもとかを示して、これをやっとかんと、やっ

ぱり我々議員も地域におればそんな話が来るし。

これは今度の計画を含めて、ぜひ、やっぱり最

低でもこのクラスですよということを、早く決

めるべきじゃないかなと思う。ぜひ、その議論。

それともう一つ、例えば、今、先生とか、経

費の問題も考えんといかんわけ。だから、本庄

高校でもいいし、１高校をとった場合、大体、

授業料でどれぐらいの収入があって、これも入っ

た、入らないとか。そして、国の補助金がどれ

ぐらい、県の補助金がどれぐらいあって、それ

が例えば基準を満たさんようになったら、国の

補助金が減りますよとか、そういうのを１回勉

強させてもらいたいと思ったんやけれど。資料

としてでもいいし、それが１つお願い。

そういうやっぱり費用対効果といったらおか

しいけれど、もう４年先にこんな人口になるこ

とがわかっているわけで、ぜひ、そこら辺の資

料、次でいいけれど、勉強をさせてください。

○川越高校教育課長 今、委員の御指摘のあり

ましたとおり、これから先の再編整備というの

は、大変難しい局面になろうかと思います。

御指摘のありましたように、どうしても小さ

な高校がつくれないのは、例えば理科でしたら

化学、生物、物理というように、理科の教員と

いうよりは、専門の教員をそろえなきゃいけま

せんし、地歴科においても日本史、世界史、地

理というような教員をそろえる必要性がある以

上、どうしても小さな学校をそのまま置いてお

くということができなくなってまいります。

そういう中で、地域にとって、この学校とい

うのは切実なものであり、何とか存続してほし

いという思いと、御指摘のありましたように、

一つの行政の改革といいますか、そういった費

用対効果という視点から、県の活力を維持して

いく視点からも、やはり高校のあり方というも

のを考えなきゃいけない状況にありまして、こ

れから先の、特に、次の10年計画、教育基本計

画の後期計画の後の計画が、本当に慎重に検討

しなければならないときではないかと思ってお

ります。

次の10年計画につきましては、来年度より、

また新たな学校教育改革推進協議会を立ち上げ

まして、この後期計画期間に検討してまいる予

定であります。

○中野委員 ぜひ、それをやるべきです。もう

人口が客観的に出てきとるわけで。

それと、地域の特色とか何とか出てきとるけ

れど、高等学校って、みんな学科があるだけで、
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地域の特色が生きてるのかなと思って。

そうなれば、これから魅力アップとか何とか

で、みんな出てきとるのは、やっぱり学科再編、

これはある程度、それこそ地域の要望に応じた

りとか、そこ辺を、就職絡みも含めて。ここら

辺はやっぱり学科を変えることについては、教

育委員会としては難しいのかな。学科再編とい

うか、新規学科。

○川越高校教育課長 学科の再編につきまして

も、その高等学校の新たな魅力ということの検

討におきまして、また、今後、検討していきた

いと考えております。

また、地域の特色を生かしていくというのも、

意外と、この高校というのは、例えば、地域の

持っている課題を、今、研究し、その地域の課

題の解決策をその地域に提示していくというよ

うな、地域密着型の学習を進めている学校が宮

崎県内に非常にふえてきております。

それで、例えば、そういった地域課題探究を

やっていくことで、地元の課題や問題点を知っ

た生徒たちが、ぜひ地元に戻って、地元の課題

を解決する側に回りたい、そのような形で進学

や就職とかを考えるような生徒たちもかなり出

てきております。やはり、今、地域と密着した

学校、地域に開かれた学校として、高校でそう

いった探究活動との関係性の中で、深まりを見

せるのではないかと考えているところでありま

す。

○中野委員 やっぱり理屈としては成り立つけ

れど、高千穂高校だったら大体西臼杵の人が行

く。だけど、宮崎大宮高校の人は県内から来た

りしとるわけ。ここじゃ、地域という言葉はな

いわけ。本庄高校だって、宮崎市から来とるし、

高岡から来とるし。地域は、それはそれでいい

けれども、やっぱり現実的な就職とか、そっち

のことを考えて、どういう職種の学科をつくっ

たらいいかとか、そんなものをぜひ考えてもら

いたい。地域っていったって、地域の特色、考

えてもわからん。お願いします。

○四本教育長 委員のおっしゃるように、高校

の魅力化といいますか、学科がかなり大きな意

味を持ってくると思っております。当然、ここ

の高校のこの学科は、もっとこういう学科にす

べきだということになれば、もうそれはちゅう

ちょせずに、今までこうだったからとかいうこ

とには、もちろんこだわらずに、どんどん変え

ていけばいいと思っています。

ただ、何の学科がいいのかというのは、見極

めがちょっと難しい面はありますので、すぐに

ぱっぱっと変えられるわけではありませんけれ

ども、そういうことはもう当然十分検討してい

かなくちゃいけないというふうに考えておりま

す。

○中野委員 今のちゅうちょせずにという言葉

を覚えておきます。

○渡辺委員長 先ほど、中野委員からありまし

た資料要望については、担当課は対応が可能で

すか。

○川越高校教育課長 そういった制度等の説明

につきまして、また、資料等を準備して御説明

したいと思います。

○渡辺委員長 委員の皆さんにお諮りをします

が、内容がちょっとファジーなところもあるか

と思いますので、正副委員長で預からせていた

だいて、担当課と協議をして、何らかの形で対

応するということでよろしいですか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 そういうことで、また、協議を

させていただきます。

その他いかがでしょうか。説明のあった事項
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について、ほかにございますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは、その他で何かござい

ますでしょうか。いかがでしょうか。

ちょっと１点お伺いしたいんですが、教育長

の冒頭の発言の中でもありましたが、延岡学園

高校の生徒さんがスポーツの大会でああいう一

件がありました。その中身というよりも、その

報道の中で、全く日本語ができない状況でコミュ

ニケーションがとれずにというようなことが報

道されています。私学のことですから、直接は

教育委員会と関係はないのかもしれないですけ

れども、海外からの留学生が在籍をして、日本

の高校を卒業するということは、日本の高校を

卒業した資格を得るわけです。そのためには、

一般論で考えれば、ある程度の語学能力が伴わ

ないと高校で教えている中身について理解し、

修得することは難しいだろうと想像するんです

が、これについて、例えば、私学と公立、何か

違うのかどうかわかりませんけれども、その基

準というか、ルールはどうなっているのかとい

うことと、あと、仮にそんなケースがあるのか

どうかわかりませんが、県立高校に海外からの

留学生が入学した。語学等に全く問題がないと

いう状況なら、それは何の違いもないんでしょ

うけれども、そういう場合、入学試験が受かる

のかどうかというのもあるかもしれませんが、

その辺、どういう基準になっているのか、ちょっ

と御説明いただければと思います。

○川越高校教育課長 留学生についてですが、

県立高校におきましては、外国人留学生の受け

入れについてという通知がありまして、その趣

旨としましては、国際理解教育の推進、高等学

校教育の充実のため、県立高等学校に留学を希

望する外国の生徒を受け入れるということで。

この受け入れの基準としましては、外国におい

て、日本の高校に当たる教育機関に在籍してお

り、日本の教科、科目の学習、特別活動などに

参加し、体験をすることを目的としております。

したがいまして、県立高校の場合は、留学生

が日本の学校を卒業するという形の留学はござ

いません。大体、期間として、１カ月から１年

以内で、また、母国といいますか、そちらに戻っ

ていくということで、当然、日本語はほとんど

できない生徒たちばかりです。

英語の授業とか、数学の授業とか、それから

体育とか音楽とか、共通といいますか、参加で

きるもの、学校行事などにも参加しますが、あ

くまで単位認定とか、そういった履修という形

をとるものではございません。

部活動とかも、正式に参加することはなく、

日本文化を知るという意味で交流をしたりとか、

活動に一緒に参加したりというようなことは

あっても、実際に試合をしたりとか、そういう

ような事例は、県立高校の場合はほとんどござ

いません。

厳密に言いますならば、もしあるとするなら

ば、外国の籍を持っている生徒が、いわゆる通

常の高校入試を経由して入学するという形のケ

ースがありまして、実際、これは17名ほどの外

国籍の生徒が在学しております。

ただ、この生徒たちに関しましては、高校入

試を経て、普通の生徒たちと同じように来てお

りますので、高校の生活に関して問題はありま

せんし、実際、今回の問題に際しまして、各学

校に在籍している外国籍を持つ、高校入試を経

て来た生徒たちの状況について問い合わせをし

ましたが、全く問題ないという回答が来ており

ます。

したがいまして、先ほど言いました体験目的
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の留学生は、当然、コミュニケーションという

意味で非常に大変なところがあるんですが、生

徒たちがそれをサポートするために、一生懸命

話しかけたり、英語で話をしたりということで、

実際、在学している学校の生徒たちの刺激にな

り、その体験をもとに、その生徒たちは、また

母国に帰って、それぞれの道で頑張るというよ

うな形をとっているところであります。

○渡辺委員長 私立高校に関しては、一切、そ

ういう基準について、教育委員会は関係ないん

ですか。例えば、その面を見るのは、総合政策

部が同じような要件を把握していると理解した

らいいんですか。

○川越高校教育課長 私立高校の生徒さんに関

しては、教育委員会は把握をしておりません。

したがいまして、今回の延岡学園の生徒さん

も、厳密に言えば、先ほどの県立の基準でいい

ますと、留学というよりは、１年生のときから

入学という形で入ってきた生徒になるのではな

いかと思われます。

○渡辺委員長 ありがとうございました。ほか

にございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 なければ、以上をもって教育委

員会を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。ありがと

うございました。

暫時休憩いたします。

午後１時56分休憩

午後１時58分再開

○渡辺委員長 委員会を再開します。

まず、委員協議についてですが、今回、当委

員会には付託を受けた案件がなく、採決がござ

いませんので、このまま委員協議を続けてもよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 では、そのように決定いたしま

す。

それでは、まず委員長報告骨子案についてで

す。委員長報告の項目及び内容についての御意

見をお伺いしたいと思います。必要があれば、

休憩をとりたいと思いますが。とりあえず付託

された議案がありませんので、全て付託外案件

についてということになるかと思いますが、きょ

うあった議論の中のバランスを見ていかがで

しょうか。よろしければ正副委員長に一任いた

だくということにしたいと思いますが、御異議

ございませんでしょうか。

○中野委員 教育委員会でいうと後期計画が出

たけれど、これから先の人口減少を見ても、一

番の課題はやっぱり統廃合の問題が出てくる。

そこら辺を、じっくりもう今から議論をして、

一つの基準を設けんと、ここはだめとなるやろ

う。そんな話で、もうちょっと議論を深めるべ

きじゃないかなと思う。

○図師委員 適正規模というものを設けている

ことが、このふぐあいが出てきている第一の原

因ですから、そこをまず見直すか、今、中野委

員が言われるような、ちゃんとした基準をかちっ

とつくらんと、あっちはいい、こっちはだめに

なると、やっぱり地域の中でごたごたが出てく

るからですね。

○渡辺委員長 暫時休憩します。

午後２時０分休憩

午後２時３分再開

○渡辺委員長 委員会を再開します。

それでは、委員長報告については正副委員長

に一任をさせていただきたいと思います。
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次に、閉会中の継続調査についてお諮りしま

す。教育及び警察行政の推進並びに公営企業の

経営に関する調査につきましては、閉会中の継

続調査としたいと思いますが、御異議ありませ

んでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 御異議ありませんので、その旨、

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩します。

午後２時４分休憩

午後２時７分再開

○渡辺委員長 委員会を再開します。

７月19日の閉会中の委員会につきましては、

正副委員長に一任をいただくということで御異

議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 そのようにいたします。

次に、県外調査の調査先につきましても、今、

いろいろいただきました意見をもとに、正副委

員長に一任をいただくということで御異議あり

ませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 その他、何かございますでしょ

うか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは、以上をもちまして、

委員会を終了いたします。

午後２時８分閉会
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